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論文概要書
相続税・贈与税と所得税が交錯する場合の二重課税問題と
その調整の方向性について
―長崎保険年金事件を題材にして―
１、本稿の目的
現在、我が国においては様々な二重課税問題が存在している。例えば、配当にまつわる
法人税と所得税、たばこにまつわるたばこ税と消費税、酒にまつわる酒税と消費税などが
ある。その中で、筆者が注目したのが「相続税・贈与税と所得税の二重課税問題」である。
この二重課税は、相続税によって取得する財産につき、生命保険金に始まり、土地や建物、
退職給与、有価証券などについて、様々な論点を含んでいると考えられる。この相続税と
所得税に関する問題の代表的な例でもある生命保険金については、平成 22年 7月 6日に
最高裁判所第三小法廷にて、生命保険金を将来に渡って年金形式で受け取る場合の年金受
給権の一部について、雑所得として所得税を課税することが、相続税と所得税の二重課税
に該当する、とする判決が下された。この画期的な判決により、この問題は、今後、税法
上多大な影響を及ぼすことは確実であると考えたため、研究テーマとして取り上げた。
２、本稿の概要
死亡した人の相続人が取得する生命保険金は、相続財産とみなされて相続税の課税対象
となり（相続税法 3条 1項 1号でいういわゆるみなし相続財産に該当）、所得税の課税対
象からは外れる（所得税法 9条 1項 16号の非課税所得に該当）。しかし、その保険金を
年金払生活保障特約年金として、年金形式で分割して受け取る方式を取ると、毎年の受給
分は雑所得として課税されて、所得税が課税されることになっていた。本稿では、今まで
当たり前に行われてきたこの課税方法を否定した、いわゆる「長崎保険年金事件」を題材
として、相続税と所得税にまつわる二重課税問題について、生命保険金以外の財産を含め
てどのように調整していけば良いのか、について検討する。
すなわち、年金型の生命保険金以外に関しても、定期預金の利息などに所得税と相続税
の二重課税問題は残されている。定期預金については、相続開始時点において定期預金の
元金と利息（利息計算期間の開始時から相続開始時までの経過利息部分で税引き後の金額）
に相続税が課税されるが、その定期預金を取得した相続人が、相続後に満期を迎えた場合
には、利息計算期間の開始時から満期日までの期間に対応する利息に対し所得税が課税さ
れる。つまり、利息計算期間開始時から相続開始時までの期間については、相続税と所得
税が二重課税ということが考えられる。また、定期預金以外にも幅広い金融商品の課税の
見直し等に影響が及ぶ可能性がある。
さらには、金融商品以外でも、譲渡所得の対象となる土地や建物等の不動産などを相続
し、相続後にその不動産を第三者に譲渡した場合には、相続税と所得税の二重課税問題が
生じる可能性がある。例えば、父親が 1,000万円で購入した土地を、子供が、相続時の評
価額 1,500万円で相続し、第三者に 5,000万円で売却したとする。このケースの相続税と
所得税の課税関係は、まず相続時に、相続税評価額である 1,500万円を課税ベースとして
相続税が課税され、さらに売却時に、5,000万円から 1,000万円を差し引いた売却益とな
る 4,000万円について所得税が課税されることになっている。上記の最高裁判決の考え方
によると、相続時の評価額 1,500万円と取得費の 1,000万円との差額である 500万円につ
いて、二重課税と判断される可能性が高くなる。
このように、この最高裁判決が影響を与えるところは、単に生命保険金だけの問題にと
どまらず、その他の資産にも大きな影響を及ぼすことになる。このことは、相続税又は贈
与税と所得税との関係について、総合的に再検討する必要があることを示唆している。ま
た、このような問題については、各国との比較を行う必要性もある。
アメリカやイギリスなどが採用している、相続人の数や遺産分割に関係なく、被相続人
の財産のみに着目して課税する「遺産課税方式」、ドイツやフランスが採用している相続
人毎にどのくらい財産を取得したかに着目して課税する「遺産取得課税方式」、一方で日
本が採用している両者の折衷方式である「法定相続分課税方式」、これらの方式と所得税
との関係も考察し、相続税、贈与税、所得税のそれぞれの課税方法について検討していく。
その上で、これらの問題点を全て集約し、それを踏まえて今後の調整のあり方とその調
整方法について論じていく。
３、本稿の構成
本論文の構成では、第 1章において、今回の問題を考えるにあたり題材となった「長崎
保険年金事件」の概要と各判決の要旨をとりまとめ、さらに同事件から提起された問題点
について検討を行った。第 2章においては、相続税・贈与税・所得税のそれぞれの課税方
法と課税関係について総合的に検討し、第 3章において、主要国における課税状況を検討
し、第 4章において、問題点を集約した上で、今後の調整のあり方について提言すること
とした。
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1序文
現在、我が国においては様々な二重課税問題が存在している。例えば、配当にまつわる
法人税と所得税、たばこにまつわるたばこ税と消費税、酒にまつわる酒税と消費税などが
ある。その中で、筆者が注目したのが「相続税と所得税の二重課税問題」である。この二
重課税問題は、相続税によって取得する財産につき、生命保険金に始まり、土地や建物、
退職給与、有価証券などについて、様々な論点を含んでいると考えられる。この相続税と
所得税に関する問題の代表的な例でもある生命保険金については、平成 22 年 7 月 6 日、
最高裁判所第三小法廷にて、生命保険金を将来に渡って年金形式で受け取る場合の年金受
給権の一部について、雑所得として課税することが相続税と所得税の二重課税に該当する、
とする判決が下された。この画期的な判決により、この問題は、今後、税法上多大な影響
を及ぼすことは確実であると考えられたため、研究テーマとして取り上げた。
死亡した人の相続人が取得する生命保険金は、相続財産とみなされて相続税の課税対象
となり（相続税法 3 条 1 項 1 号でいういわゆるみなし相続財産に該当）、所得税の課税対
象からは外れる（所得税法 9 条 1 項 16 号の非課税所得に該当）。しかし、その保険金を
年金払生活保障特約年金として、年金形式で分割して受け取る方式を取ると、毎年の受給
分は雑所得として課税され、所得税が課税されることになっていた。本稿では、この課税
方法を否定した、いわゆる「長崎保険年金事件」を題材として、相続税と所得税にまつわ
る二重課税問題について、生命保険金以外の財産を含めてどのように調整していけば良い
のか、について検討する。
一方、年金型の生命保険金以外に関しても、定期預金の利息などに所得税と相続税の二
重課税問題は残されている。定期預金については、相続開始時点において定期預金の元金
と利息（利息計算期間の開始時から相続開始時までの経過利息部分で税引き後の金額）に
相続税が課税されるが、その定期預金を取得した相続人が、相続後に満期を迎えた場合に
は、利息計算期間の開始時から満期日までの期間に対応する利息に対し所得税が課税され
る。つまり、利息計算期間開始時から相続開始時までの期間については、相続税と所得税
が二重課税ということが考えられる。また、定期預金以外にも幅広い金融商品の課税の見
直し等に影響が及ぶ可能性がある。
さらには、金融商品以外でも、譲渡所得の対象となる土地や建物等の不動産などを相続
し、相続後に譲渡した場合には、相続税と所得税の二重課税問題が生じる可能性がある。
2例えば、父親が 1,000 万円で購入した土地を、子供が、相続時の評価額 1,500 万円で相続
し、5,000 万円で売却したとする。このケースの相続税と所得税の課税関係は、相続時に、
相続税評価額である 1,500 万円を課税ベースとして相続税が課税され、さらに売却時に、
5,000 万円から 1,000 万円を差し引いた売却益となる 4,000 万円について所得税が課税さ
れることになっている。上記の最高裁判決の考え方によると、相続時の評価額 1,500 万円
と取得費の 1,000 万円との差額について、二重課税と判断される可能性が高くなる。
このように、この最高裁判決が影響を与えるところは、単に生命保険金だけの問題にと
どまらず、その他の資産にも大きな影響を及ぼすことになる。このことは、相続税又は贈
与税と所得税との関係について、総合的に再検討する必要があることを示唆している。ま
た、このような問題については、各国との比較を行う必要性もある。
そこで、本論文では、第 1 章において、長崎保険年金事件の概要と各判決の要旨をとり
まとめ、同事件から提起された問題点について検討し、第 2 章において、相続税又は贈与
税と所得税の課税関係について総合的に検討し、第 3 章において、主要国における課税状
況を検討し、第 4 章において、問題点を集約し、今後の調整のあり方について提言するこ
ととした。
3第 1 章 長崎保険年金事件が提起した問題
第 1 節 長崎保険年金事件の概要
１、事件の概要
本件は、Ｘ（原告・被控訴人・上告人）の夫ＡがＢ生命保険相互会社（以下「Ｂ生命」
という。）との間において、自己を契約者及び被保険者とし、Ｘを受取人とする年金払生活
保障特約付終身生命保険契約（以下「本件保険契約」という。）を締結し、Ｘが、Ａの死亡
に伴い、本件保険契約に基づいて、死亡保険金 4000 万円及び初年度の年金払生活保障年
金 230 万円（以下「本件年金」という。）を請求して保険会社から同前金額を受領した後、
本件年金に係る所得について平成 14 年分所得税の申告をしないでいたのに対し、所轄税
務署長が、本件年金に係る所得はＸの雑所得に該当するとして同年分所得税の更正処分（以
下、「本件更正」という。）等をしたことから、Ｘが国（被告・控訴人・被上告人）に対し、
その取消しを求めて提訴した事案である。
本件の具体的な事実関係は、次のとおりである。
Ｘの夫であるＡはＢ生命との間で、本件保険契約を締結し、その保険料を負担していた
が、平成 14 年 10 月 28 日に死亡した。Ｘは、これにより、本件保険契約に基づく特約年
金として、同年から同 23 年までの毎年 10 月 28 日に 230 万円ずつを受け取る権利（以下
「本件年金受給権」という。）を取得し、平成 14 年 11 月 8 日、同年 10 月 28 日を支給日
とする第 1 回目の年金である本件年金 230 万円から所得税法 208 条所定の源泉徴収税額
22 万 800 円を控除した金額の支払を受けた。
Ｘは、平成 14 年分の所得税について、平成 15 年 2 月 21 日、総所得金額 22 万 7,707
円、課税総所得金額 0 円、源泉徴収税額及び還付金の額 2,664 円とする確定申告をし、次
いで、同年 8 月 27 日、総所得金額 37 万 7,707 円、課税総所得金額 0 円、源泉徴収税額及
び還付金の額 22 万 3,464 円（本件年金に係る源泉徴収税額 22 万 800 円を加算した金額）
とする更正の請求をしたが、これらの確定申告及び更正の請求を通じて、本件年金の額を
各種所得の金額の計算上収入金額に算入していなかった。他方、Ｘは、Ａを被相続人とす
る相続税の確定申告においては、相続税法 24 条 1 項 1 号の規定により計算した本件年金
受給権の価額 1,380 万円を相続税の課税価格に算入していた。
これに対し、所轄税務署長は、本件年金の額から払込保険料を基に計算した必要経費 9
4万 2,000 円を控除した 220 万 8,000 円をＸの平成 14 年分の雑所得の金額と認定し，平成
15 年 9 月 16 日，総所得金額 258 万 5707 円，課税総所得金額 219 万円，源泉徴収税額 22
万 3,464 円，還付金の額 4 万 8,264 円とする更正をし、次いで、同 16 年 6 月 23 日，所得
控除の額を加算して課税総所得金額を 32 万円に減額し、これに伴い還付金の額を 19 万
7,864 円に増額する再更正、すなわち本件更正をした。
一審の長崎地裁平成 18 年 11 月 7 日判決（訟務月報 54 巻 9 号 2110 頁）は、Ｘの請求
を容認し、年金受給権は相続税法 3 条 1 項 1 号にいう「保険金」に該当するため、その後
の個々の年金に所得税を課税することは、実質的・経済的には同一の所得に関して二重に
課税するものであるから、所得税法 9 条 1 項 15 号の趣旨により許されないものとして、
本件更正等全部を取り消した。しかし、控訴審の福岡高裁平成 19 年 10 月 25 日判決（訟
務月報 54 巻 9 号 2090 頁）は、一審とは逆にＸの請求を棄却し、本件年金は、相続税が課
される年金受給権とは法的に異なるものであるから、相続税法 3 条 1 項 1 号にいう「保険
金」には該当しないとして、本件処分を適当と認めた。このような下級審判決の対立に対
し、最高裁平成 22 年 7 月 6 日第三小法廷判決（判例時報 2079 号 20 頁、平成 20 年（行
ヒ）第 16 号）は、一審判決同様、本件更正処分は違法である旨判示した。
２、一審判決要旨
請求容認。
「相続税法 3 条 1 項は、相続という法律上の原因に基づいて財産を取得した場合でなく
ても、事実上相続によって財産を取得したのと同視すべき関係にあるときは、これを相続
財産とみなして相続税を課することとし、他方所得税法 9 条 1 項 15 号は、このように相
続税を課することとした財産については、二重課税を避ける見地から、所得税を課税しな
いものとしている。このような税法の規定からすると、相続税法 3 条 1 項によって相続財
産とみなされて相続税を課税された財産につき、これと実質的、経済的にみれば同一のも
のと評価される所得について、その所得が法的にはみなし相続財産とは異なる権利ないし
利益と評価できるときでも、その所得に所得税を課税することは、所得税法 9 条 1 項 15
号によって許されないものと解するのが相当である。」
「本件年金受給権は、Ａを契約者権被保険者とし、Ｘを保険金受取人とする生命保険契
約に基づくものであり、その保険事故が発生するまでＡが払い込んだものであるから、年
5金の形で受け取る権利であるとしても、実質的にみてＸが相続によって取得したのと同視
すべき関係にあり、相続税法 3 条 1 項 1 号に規定する「保険金」に当たると解するのが相
当である。そして、本件年金受給権の価額は、同法 24 条に基づいて評価されることにな
るが、同条 1 項 1 号によると、有期定期金は、その残存期間に受けるべき給付金の総額に、
その期間に応じた一定の割合を乗じて計算した金額とされている。この割合は、将来支給
を受ける各年金の課税時期における現価を複利の方法によって計算し、その合計額が支給
を受けるべき年金の総額のうちに占める割合を求め、端数整理をしたものだといわれてい
る。
他方、本件年金は、本件年金受給権に基づいて保険事故が発生した日から 10 年間毎年
の応答日に発生する支分権に基づいてＸが保険会社から受け取った最初の現金である。上
記支分権は、本件年金受給権の部分的な行使権であり、利息のような元本の果実、あるい
は資産処分による資本利得ないし投資に対する値上がり益等のように、その利益の受領に
よって元本や資産ないし投資等の基本的な権利・資産自体が直接影響を受けることがない
ものとは異なり、これが行使されることによって基本的な権利である本件年金受給権が
徐々に消滅していく関係にあるものである。
そして、上記のように、相続税法による年金受給権の評価は、将来にわたって受け取る
各年金の当該取得時における経済的な利益を現価（正確にはその近似値）に引き直したも
のであるから、これに対して相続税を課税した上、更に個々の年金に所得税を課税するこ
とは、実質的・経済的には同一の資産に関して二重に課税するものであることは明らかで
あって、前記所得税法 9 条 1 項 15 号の趣旨により許されないものといわなければならな
い。」
「また、確かに、本件年金は、支分権という本件年金受給権（基本権）と法的には異な
る権利に基づいて所得した現金であるとはいえる。しかし、基本権と支分権は、基本権の
発生原因たる法律関係と運命を共にする基本権とひとたび具体的に発生した支分権との独
立性を観念する概念であり、債権の消滅時効の点（民法 168 条、169 条）などにおいて実
際上の差異が生じるものであるが、この概念を、所得税法 9 条 1 項 15 号の解釈において、
二重課税か否かを区別する指標であり二重課税であることを否定すべき事情と考えるべき
根拠には乏しく（なお、相続税法 3 条 1 項 1 号の「保険金」を直ちに「保険金受給権」と
解すべき根拠になるとも考えにくい）、上記のとおり、今後受け取るべき年金の経済的利益
を原価に引き直して課税しているのが年金受給権への相続税課税である以上、このような
6経済的実質によって、二重課税か否かを区別することが所得税法 9 条 1 項 15 号の趣旨に
沿う。
したがって、基本権と支分権の関係にあることないし法的には異なる権利と評価できる
ものであることは、それだけで二重課税であることを否定する根拠とはならない。」
「所得税法施行令 38 条は、生命保険契約等に基づく年金に係る雑所得の計算方法を定
めている。もともと命令の規定から法の解釈をすることは本末転倒というべきであるが、
生命保険契約には、被保険者ないし年金受取人の死亡という保険事故ないし事実が発生し
なくとも年金の支払をすることを内容とするもの等多様なものがあるから、施行令 38 条
のうち、生命保険契約に係る部分は、上記のような保険事故ないし事実を前提としない同
契約に基づく年金に係る雑所得の計算方法を定めたものと解することができる。したがっ
て、この規定が置かれていることは、被告のような解釈をすることの根拠とはならない。
また、所得税法 207 条ないし 209 条は、生命保険契約等の年金に係る契約に基づく年金
の支払をする者の源泉徴収に関する定めをしているが、この規定も、上記と同様、被保険
者ないし年金の支払に関する規定と解することができる。」
「一時支払を選択した場合に、本件保険契約上される一時支払金の計算結果（2059 万
8800 円）と、相続税法によって計算した本件年金受給権の価額（1380 万円）は異なる。
しかし、これは現価計算の方法が異なることによるものであり、相続税法 24 条 1 項 1 号
による時価計算において、年金受取時に実現する所得について所得税が課税されることを
前提とした減価・調整等をしているわけではないと考えられるから、このような違いがあ
るからといって、本件年金受給権に対する相続税の課税と本件年金に対する課税が、経済
的実質が同一の資産に対する二重課税であることを否定する根拠となるものではない。
そうすると、本件年金を雑所得として認定して原告の所得に加算した本件処分は違法で
あり、取消を免れない。」
３、控訴審判決要旨
請求棄却。
「所得税法 9 条 1 項 15 号の規定について
相続税法 3 条 1 項柱書は、同項各号のいずれかに該当する場合においては、当該各号に
掲げる者が、当該各号に掲げる財産を相続又は遺贈により取得したものとみなす旨を規定
7し、同項 1 号は、被相続人の死亡により相続人（相続を放棄した者及び相続権を失った者
を含まない。）が生命保険契約の保険金を取得した場合においては、当該保険金受取人につ
いて、当該保険金のうち被相続人が負担した保険料の金額の当該契約に係る保険料で被相
続人の死亡の時までに払い込まれたものの全額に対する割合に相当する部分を掲げている。
その趣旨は、被相続人が自己を保険契約者及び被保険者とし、共同相続人の１人又は一部
の者を保険金受取人と指定して締結した生命保険契約に基づく死亡保険金請求権は、その
保険金受取人が自ら固有の権利として取得するものであり、被相続人の相続財産に属する
ものではないが、相続財産と実質を同じくするものであり、被相続人の死亡を原因を基因
として生ずるため、公平の見地から、これを相続財産とみなして相続税の対象としたもの
と解される。
他方、所得税法 9 条 1 項 15 号は、相続、遺贈又は個人からの贈与により取得するもの
（相続税法（昭和 25 年法律第 73 号）の規定により、相続、遺贈又は個人からの贈与によ
り取得したものとみなされるものを含む。）については、所得税を課さない旨を規定してい
る。その趣旨は、相続、遺贈又は個人からの贈与により財産を取得した場合には、相続税
法の規定により相続税又は贈与税が課せられることになるので、二重課税が生じることを
排除するため、所得税を課さないこととしたものと解される。この規定における相続によ
り取得したものとみなされるものとは、相続税法 3 条 1 項の規定により相続したものとみ
なされる財産を意味することは明らかである。そして、その趣旨に照らすと、所得税法 9
条 1 項 15 号が、相続ないし相続により取得したものとみなされる財産に基づいて、被相
続人の死亡後に相続人に実現する所得に対する課税を許さないとの趣旨を含むものと解す
ることはできない。
ところで、被相続人が自己を保険契約者及び被保険者とし、共同相続人の 1 人又は一部
の者を保険金受取人と指定して締結した生命保険契約において、被相続人の死亡により保
険金受取人が取得するものは、保険金という金銭そのものではなく、保険金請求権という
権利であるから、相続税法 3 条 1 項号にいう「保険金」は保険金請求権を意味するものと
解される。
そうすると、相続税法 3 条 1 項 1 号及び所得税法 9 条 1 項 15 号により、相続税の課税
対象となり、所得税の課税対象とならない財産は、保険金請求権という権利ということに
なる。」
「本件年金受給権及び本件年金について
8本件年金受給権は、Ａを契約者及び被保険者とし、被控訴人を保険金受取人とする生命
保険契約（本件保険契約）に基づくものであり、その保険料は保険事故が発生するまでＡ
が払い込んだものであって、年金の形で受け取る権利であるが、Ａの相続財産と実質を同
じくし、Ａの死亡を基因として生じたものであるから、相続税法 3 条 1 項 1 号に規定する
「保険金」に該当すると解される。そうすると、被控訴人は、Ａの死亡により、本件年金
受給権を取得したのであるから、その取得は相続税の課税対象となる。
前記事実によれば、被控訴人は、将来の特約年金（年金）の総額に代えて一時金を受け
取るのではなく、年金により支払いをうけることを選択し、特約年金の最初の支払として
本件年金を受け取ったものである。本件年金は、10 年間、保険事故発生日の応当日に本件
年金受給権に基づいて発生する支分権に基づいて、被控訴人が受け取った最初の現金とい
うべきものである。そうすると、本件年金は、本件年金受給権とは法的に異なるものであ
り、Ａの死亡後に支分権に基づいて発生したものであるから、相続税法 3 条 1 項 1 号に規
定する「保険金」に該当せず、所得税法 9 条 1 項 15 号所定の非課税所得に該当しないと
解される。したがって、本件年金に係る所得は所得税の対象となるべきものというべきで
ある。」
「所得税法の規定等について
ア 所得税法の規定について
所得税法 207 条は、居住者に対し国内において同法 76 条 3 項 1 号から 4 号までに掲げ
る契約等に基づく年金の支払をする者は、その支払の際、その年金について所得税を源泉
徴収しなければならない旨を規定しているところ、同法 76 条 3 項 1 号は、生命保険会社
の締結した生命保険契約のうち「生存又は死亡に基因して一定額の保険金が支払われるも
の」で、当該契約に基づく保険金、年金等の受取人のすべてをその保険料等の払込みをす
る者又はその配偶者その他の親族とするものを掲げている。上記各規定によれば、居住者
に対し所定の生命保険契約に基づく死亡保険金として年金の支払をする者が、その支払の
際、その年金について所得税を源泉徴収しなければならないことは明らかである。したが
って、上記各規定は、所得税法が、所定の生命保険契約に基づいて、死亡保険金として年
金の支払を受ける者に所得が生じることを当然の前提としているものと解される。
次に、同法 9 用 1 項 3 号ロは、「遺族の受ける恩給及び年金（死亡した者の勤務に基づ
いて支給されるものに限る。）」につき、同項 15 号とは別に非課税規定を設けている。こ
9れは、本件年金のように、生命保険契約に基づく死亡保険金として支払われる年金が、同
項 15 号所定の非課税所得に該当しないことを前提としているものと解される。なぜなら、
本件年金のように、生命保険契約に基づく死亡保険金として支払われる年金が、みなし相
続財産である年金受給権と実質的・経済的に同一の財産と評価されるという理由により、
同号により非課税所得とされているのであれば、同項ロの規定を設ける必要はないからで
ある。
上記によれば、所得税法は、本件年金のように、生命保険契約に基づく死亡保険金とし
て支払われる年金について、所得税の課税を予定しているものということができる。
イ 立法当時の見解について
現行所得税法は、税制調査会の昭和 38 年 12 月 6 日付け「所得税法及び法人税法の整備
に関する答申」を踏まえて立法された法律であるところ、同答申は、当時の税制について、
被相続人が掛金を負担した年金契約に基づく年金受給権は、相続財産として時価により評
価し、相続税の課税が行われ、さらに相続人がその年金受給権に基づき支払を受けるとき
は、その年金から被相続人が負担した掛金を控除した残額に対して所得税が課税されるこ
とになっていることについて、所得税と相続税とは別個の体系の税目であることから、両
者間の二重課税の問題は理論的にはないものとして考えるとしていた。そして、相続税 3
条 1 項 1 号の立法に際しても、同号所定のみなし相続財産である年金受給権に基づいて毎
年支給される年金が所得税の課税対象となることが予定されていたのである。
そうすると、所得税法 3 条 1 項 1 号の立法当時、生命保険契約に基づく死亡保険金とし
て支払われる年金について、所得税の課税が予定されていたということができる。」
「本件年金受給権の評価は、相続税法 24 条 1 項 1 号により、有期定期金は、その残存
期間に受けるべき給付金の総額に、その期間に応じた一定の割合を乗じて計算した金額と
されているところ、この割合は、将来に支給を受ける各年金の課税時期における現価を複
利の方法によって計算し、その合計額が支給を受けるべき年金の総額のうちに占める割合
を求め、端数整理をしたものと言われている。そうすると、本件年金受給権の評価は、将
来にわたって受け取る各年金の当該取得時における経済的な利益を現価（正確にはその近
似値）に引き直したものといい得るから、本件年金受給権と年金の総額は、実質的・経済
的にはほぼ同一の資産と評価することも可能である。
しかし、本件年金受給権の取得と個々の年金の取得とは、別個の面がある。まず、後者
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についてみると、被控訴人は、本件保険契約において、将来の特約年金（年金）を受け取
るものであるが、これは、被控訴人が自ら年金契約等の定期金給付契約を締結して自ら掛
金を負担し、年毎に年金等の定期金を受け取る場合と異なるところはなく、いずれについ
ても所得があるのである。そうすると、両者を区別することは出来ず、これらの所得は所
得税の対象となる。そして、前者についてみると、被控訴人は、本件保険契約において、
自ら保険料を支払ったものではないのに、Ａの死亡により、本件年金受給権を取得したの
であるから、これは、前者とは別個に、相続税の対象となる。このように考えると、本件
年金受給権の取得に相続税を課し、個々の年金の取得に所得税を課することを、二重に課
税するものということはできない。」
４、上告審判決要旨
請求容認。
「所得税法 9 条 1 項は、その柱書きにおいて「次に掲げる所得については、所得税を課
さない。」と規定し、その 15 号において「相続、遺贈又は個人からの贈与により取得する
もの（相続税法の規定により相続、遺贈又は個人からの贈与により取得するものとみなさ
れるものを含む。）」を掲げている。同項柱書きの規定によれば、同号にいう「相続、遺贈
又は個人からの贈与により取得するもの」とは、相続等により取得し又は取得したとみな
される財産そのものを指すのではなく、当該財産の取得によりその者に帰属する所得を指
すものと解される。そして、当該財産の取得によりその者に帰属する所得とは、当該財産
の取得の時における価額に相当する経済的価値にほかならず、これは相続税又は贈与税の
課税対象となるものであるから、同号の趣旨は、相続税又は贈与税の課税対象となる経済
的価値に対しては所得税を課されないこととして、同一の経済的価値に対する相続税又は
贈与税と所得税との二重課税を排除したものと解される。」
「相続税法 3 条 1 項 1 号は、被相続人の死亡により相続人が生命保険契約の保険金を取
得した場合には、当該相続人が、当該保険金のうち被相続人が負担した保険料の金額の当
該契約に係る保険料で被相続人の死亡の時までに払い込まれたものの全額に対する割合に
相当する部分を、相続により取得したものとみなす旨を定めている。上記保険金には、年
金の方法により支払を受けるものも含まれると解されるところ、年金の方法により支払を
受ける場合の上記保険金とは、基本債権としての年金受給権を指し、これは同法 24 条 1
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項所定の定期金給付契約に関する権利に当たるものと解される。
そうすると、年金の方法により支払を受ける上記保険金（年金受給権）のうち有期定期
金債権に当たるものについては、同項 1 号の規定により、その残存期間に応じ、その残存
期間にうけるべき年金の総額に同号所定の割合を乗じて計算した金額が当該年金受給権の
価額として相続税の課税対象となるが、この価額は、当該年金受給権の取得の時における
時価（同法 22 条）、すなわち、将来にわたって受け取るべき年金の金額を被相続人死亡時
の現在価値に引き直した金額の合計額に相当し、その価額と上記残存期間に受けるべき年
金の総額との差額は、当該各年金の上記現在価値をそれぞれ元本とした場合の運用益の合
計額に相当するものとして規定されているものと解される。したがって、これらの年金の
各支給額のうち上記現在価値に相当する部分は、相続税の課税対象となる経済的価値と同
一のものということができ、所得税法 9 条 1 項 15 号により所得税の課税対象とならない
ものというべきである。」
「本件年金受給権は、年金の方法により支払を受ける上記保険金のうち有期定期金債権
に当たり、また、本件年金は、被相続人の死亡日を支給日とする第 1 回目の年金であるか
ら、その支給額と被相続人死亡時の現在価値とが一致するものと解される。そうすると、
本件年金の額は、すべて所得税の課税対象とならないから、これに対して所得税を課する
ことは許されないものというべきである。」
「なお、所得税法 207 条所定の生命保険契約等に基づく年金の支払をする者は、当該年
金が同法の定める所得として所得税の課税対象となるか否かにかかわらず、その支払の際、
その年金について同法 208 条所定の金額を徴収し、これを所得税として国に納付する義務
を負うものと解するのが相当である。
したがって、Ｂ生命が本件年金についてした同条所定の金額の徴収は適法であるから、
Ｘが所得税の忠告等の手続において上記徴収金額を算出所得税額から控除し又はその全部
若しくは一部の還付を受けることは許されるものである。」
「以上によれば、本件年金の額から必要経費を控除した 220 万 8000 円をＸの総所得金
額に加算し、その結果還付金の額が 19 万 7864 円にとどまるものとした本件処分は違法で
あり、本件処分のうち総所得金額 37 万 7707 円を超え、還付金の額 22 万 3464 円を下回
る部分は取り消されるべきである。」
第 2 節 長崎保険年金事件が提起した問題点
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１、本件相続時の課税関係
本件保険契約のように、被相続人が生命保険契約を締結し、保険料を支払い、当該保険
事故（死亡）によって、被相続人の配偶者等が保険金を取得することは、よくあるケース
である。そして、その保険金については、その全額が一時金として支払われる場合もある
し、また、一時金と年金が併給される場合もある。
また、本件におけるこれらの課税関係は、当初の一時金（本件では 4000 万円）と年金
総額の現在価値（本件では 1380 万円（相法 24））の合計額が相続により取得したものと
みなされる（相法 3①一）。そして、相続により取得したものは、所得税法上非課税とされ
る（所法 9①十六）が、相続後各年において支給を受ける年金については雑所得として課
税される（所基通 35－1（9））。また、当該年金を支払う保険会社に対しては、所得税の源
泉徴収義務が課せられる（所法 207）。
しかしながら、年金部分について一括で支給を受けた場合には、その支給額（本件では、
2059 万 8800 円）が相続財産とみなされるが、雑所得課税は生じないことになる（所基通
9－18）1。その点では、年金支給の場合と一括支給の場合とでは、課税の範囲が異なるこ
とになる。
かくして、本件のように、生命保険契約等に基づき死亡事故による年金を取得した場合
には、それが非課税所得（所法 9①三参照）に該当しない限り、当該年金総額の現在価値
相当額が相続税の課税対象となり、かつ、その後支払われる年金に所得税が課せられると
いうことで、一種の二重課税状態が生じる。
このような二重課税状態は、譲渡所得又は山林所得の基因となる資産が移転（相続又は
贈与）した場合に顕著となる。すなわち、現行法（本件相続時も同じ。）では、相続等によ
り当該資産を取得した場合には、当該資産の時価が相続税等の課税対象となり（相法 22）、
その時には当該資産に係るキャピタル・ゲイン相当額について所得税は課税されない（所
法 59①）が、当該相続人等が当該資産を他に譲渡したときには、被相続人等の所有期間に
係るキャピタル・ゲインを含めて譲渡所得の金額が計算される（所法 60①）。そのため、
当該譲渡所得に関して、相続税等と所得税が重複して課税されることになる。
もっとも、この課税関係については、昭和 25 年のシャウプ税制では、相続、贈与等の
1 高倉明他編「所得税基本通達逐条解説 平成 16 年版」（大蔵財務協会、平成 16 年 8 月）76
頁参照。
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一切の資産移転について、当該移転時に当該資産に係るキャピタル・ゲインについて所得
税が課税されていたが、相続時等に相続税と所得税を重複して課税することが国民感情に
受け容れられないということで、逐次改正が行われた2。結局、現行法では、法人に対して
資産を無償（低額）譲渡した場合等にのみ、当該資産移転時に当該キャピタル・ゲインに
対して所得税が課税されるが、それ以外は、当該資産を取得後第三者に譲渡されるまで当
該キャピタル・ゲイン課税を繰り延べることとしている。
かくして、本件のような場合においても、保険金の受給額（本件では、年金部分を含め
た一括支給のとき 6059 万 8800 円、年金支給を含めた総額 6300 万円）と払込保険料の総
額（本件では、195 万 1291 円）との差額（本件では、5864 万 7509 円又は 6104 万 8709
円）がいわゆる包括的所得概念の下で「所得」であると観念し得る。そうであれば、本件
のような課税処分も、前述の不動産の場合の譲渡所得課税と同様に考えることもできる。
しかしながら、本件のような保険金課税については、譲渡所得課税のような明文の課税
規定が存するわけではなく、実際に年金として受給したときにのみ所得税課税が行われて
いるわけでもない。また、所得税法 207 条に定める年金に係る所得税の源泉徴収義務制度
との関係においても、当該年金が「雑所得」に該当することを要件に所得税を源泉徴収し
ているわけではない3。その点では、一審判決が判示するように、所得税法 207 条によっ
て所得税が源泉徴収されているからといって、必ずしも当該年金が雑所得に該当すること
にもならない。その理由は、所得税法施行令 183 条についても言えることでもある。
そうすると、本件課税処分のように、本件年金を雑所得と解するのも一つの解釈論であ
り、そのように解しない考え方も一つの解釈論ということになり、いずれが妥当であるか
は、関係条項の総合的な解釈に委ねられることになる。
２、一審判決の問題点
一審判決は、前節２のように判示しているが、それらの判示のうち次の重要部分につい
ては、次のような問題がある。
①「相続税法 3 条 1 項によって相続財産とみなされて相続税を課税された財産につき、こ
2 品川芳宣編「資産の無償等譲渡をめぐる課税と徴収の交錯(1)」『税理 2004 年 1 月号』24 頁、
注解所得税法研究会編「注解 所得税 4 改訂」（大蔵財務協会、2004 年 12 月）135 頁等参照。
3 所得税法 183 条の「給与等」に係る所得税の源泉徴収義務は、同法 28 条に定める「給与所
得」に該当するものを限定しており、同法 207 条との差異がある。
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れと実質的、経済的にみれば同一のものと評価される所得について、その所得が法的には
みなし相続財産とは異なる権利ないし利益と評価できるときでも、その所得に所得税を課
税することは、所得税法 9条 1項 15号によって許されないものと解するのが相当である。」
この判示では、相続税法 3 条 1 項に定める相続財産とみなされる財産を幅広く捉えるこ
ととなり、相続税の課税の対象となったものに所得税を課税すると全てが二重課税となる。
そうすると、不動産については、所得税法 60 条で被相続人の「取得費」を引継ぐことに
なっているが、この場合にも被相続人が所有していた期間のキャピタル・ゲインについて
二重課税が生じることになる。
②「本件年金受給権は、Ａを契約者権被保険者とし、Ｘを保険金受取人とする生命保険契
約に基づくものであり、その保険事故が発生するまでＡが払い込んだものであるから、年
金の形で受け取る権利であるとしても、実質的にみてＸが相続によって取得したのと同視
すべき関係にあり、相続税法 3 条 1 項 1 号に規定する「保険金」に当たると解するのが相
当である。」
この判示は、①の論理の結果から導き出されるものであるから、相続によって所得した
一時金及び年金受給権から生じる各年金について一切所得税は課税されないことになる。
よって、不動産に関しても、①と同じような問題が生じる。
③「したがって、基本権と支分権の関係にあることないし法的には異なる権利と評価でき
るものであることは、それだけで二重課税であることを否定する根拠とはならない。」
この判示においても、基本権と支分権を全く同じ相続財産とみなすことになるので、実
態に合わないことになる。
④「所得税法 207 条ないし 209 条は、生命保険契約等の年金に係る契約に基づく年金の支
払をする者の源泉徴収に関する定めをしているが、この規定も、上記と同様、被保険者な
いし年金の支払に関する規定と解することができる。」
この判示では、所得税法 207 条及び 209 条が単に支払に関する規定であるということで
あるが、そうであれば「所得」がないのに源泉徴収義務を課すことになり、当該各規定の
違法（違憲）問題が生じることになる。しかし、一審判決は、そのような論理矛盾につい
て何ら触れていない。
⑤「しかし、これは現価計算の方法が異なることによるものであり、相続税法 24 条 1 項 1
号による時価計算において、年金受取時に実現する所得について所得税が課税されること
を前提とした減価・調整等をしているわけではないと考えられるから、このような違いが
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あるからといって、本件年金受給権に対する相続税の課税と本件年金に対する課税が、経
済的実質が同一の資産に対する二重課税であることを否定する根拠となるものではない。」
この判示では、本件年金受給権の価額 1380 万円と年金受給総額 2300 万円について 920
万円の差額（経済的利益）が生じるが、その差額に対する課税のあり方を無視することに
なる。
３、控訴審判決の問題点
控訴審判決は、前節３のように判示しているが、それらの判示のうち、次の重要部分に
ついては、次のような問題がある。
①「この規定における相続により取得したものとみなされるものとは、相続税法 3 条 1 項
の規定により相続したものとみなされる財産を意味することは明らかである。そして、そ
の趣旨に照らすと、所得税法 9 条 1 項 15 号が、相続ないし相続により取得したものとみ
なされる財産に基づいて、被相続人の死亡後に相続人に実現する所得に対する課税を許さ
ないとの趣旨を含むものと解することはできない。」
ここでは、所得税法 9 条 1 項 15 号が、相続税法 3 条 1 項の規定により相続したとみな
される財産に基づいて、被相続人の死亡後に相続人に実現する所得に対する課税を許さな
いとの趣旨を含むものと解することはできない、と判示されているが、この場合の「実現
する所得」の範囲が問題となる。仮に、相続人が相続後取得したものが全て「実現する所
得」であると解すると、二重課税の範囲が縮小し、所得税法 9 条 1 項 15 号の規定が無意
味となる。
②「そうすると、相続税法 3 条 1 項 1 号及び所得税法 9 条 1 項 15 号により、相続税の課
税対象となり、所得税の課税対象とならない財産は、保険金請求権という権利ということ
になる。」
この判示では、保険金と保険金請求権を同一としているが、保険金請求権の範囲が問題
となり、本件年金が含まれない根拠も明らかでない。
③「そうすると、本件年金は、本件年金受給権とは法的に異なるものであり、Ａの死亡後
に支分権に基づいて発生したものであるから、相続税法 3 条 1 項 1 号に規定する「保険金」
に該当せず、所得税法 9 条 1 項 15 号所定の非課税所得に該当しないと解される。」
例え、一時金を選択せずに年金形式による受給を選んだとしても、その本質である年金
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部分に関しては保険金請求権と同一の経済価値を持つものであり、受け取る形式によって
その性質が変わり、課税もしくは非課税となることは問題である。
④「上記各規定によれば、居住者に対し所定の生命保険契約に基づく死亡保険金として年
金の支払をする者が、その支払の際、その年金について所得税を源泉徴収しなければなら
ないことは明らかである。したがって、上記各規定は、所得税法が、所定の生命保険契約
に基づいて、死亡保険金として年金の支払を受ける者に所得が生じることを当然の前提と
しているものと解される。」
所得税法 207 条の規定によれば、当該年金に該当する場合は、その年金について所得税
を源泉徴収しなければならないことは明らかであるが、それと、所得税法が、所定の生命
保険契約に基づいて、死亡保険金として年金の支払を受ける者に所得が生じることを明ら
かにしていることとは別問題である。
⑤「現行所得税法は、税制調査会の昭和 38 年 12 月 6 日付け「所得税法及び法人税法の整
備に関する答申」を踏まえて立法された法律であるところ、同答申は、当時の税制につい
て、被相続人が掛金を負担した年金契約に基づく年金受給権は、相続財産として時価によ
り評価し、相続税の課税が行われ、さらに相続人がその年金受給権に基づき支払を受ける
ときは、その年金から被相続人が負担した掛金を控除した残額に対して所得税が課税され
ることになっていることについて、所得税と相続税とは別個の体系の税目であることから、
両者間の二重課税の問題は理論的にはないものとして考えるとしていた。そして、相続税
3 条 1 項 1 号の立法に際しても、同号所定のみなし相続財産である年金受給権に基づいて
毎年支給される年金が所得税の課税対象となることが予定されていたのである。」
この判示では、昭和 38 年の税制調査会の答申の趣旨を踏まえて二重課税を否定してい
るが、当該答申が何故に当該年金を所得税課税の対象となるかという趣旨について更に検
討する必要がある。
⑥「そうすると、両者を区別することは出来ず、これらの所得は所得税の対象となる。そ
して、前者についてみると、被控訴人は、本件保険契約において、自ら保険料を支払った
ものではないのに、Ａの死亡により、本件年金受給権を取得したのであるから、これは、
前者とは別個に、相続税の対象となる。このように考えると、本件年金受給権の取得に相
続税を課し、個々の年金の取得に所得税を課することを、二重に課税するものということ
はできない。」
控訴審判決の結論は、年金受給権と支払年金とを区分し、前者に相続税が課され、後者
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に所得税が課されるとしているのであるが、両者を実質的に区分し得るものか否か問題で
ある。
４、上告審判決の問題点
上告審判決は、前節４のように判示しているが、それらの判示のうち、次の重要部分に
ついては、次のような問題がある。
①「そして、当該財産の取得によりその者に帰属する所得とは、当該財産の取得の時にお
ける価額に相当する経済的価値にほかならず、これは相続税又は贈与税の課税対象となる
ものであるから、同号の趣旨は、相続税又は贈与税の課税対象となる経済的価値に対して
は所得税を課されないこととして、同一の経済的価値に対する相続税又は贈与税と所得税
との二重課税を排除したものと解される。」
この判示のように、「同一の経済的価値に対する相続税又は贈与税と所得税との二重課税
を排除したものと解される。」と断定すると、所得税法 60 条の規定によって被相続人又は
贈与者の取得費を引き継ぎ、被相続人又は贈与者が所有していた期間のキャピタル・ゲイ
ンについて所得税を課すと二重課税が生じることになる。
②「そうすると、年金の方法により支払を受ける上記保険金（年金受給権）のうち有期定
期金債権に当たるものについては、同項 1 号の規定により、その残存期間に応じ、その残
存期間にうけるべき年金の総額に同号所定の割合を乗じて計算した金額が当該年金受給権
の価額として相続税の課税対象となるが、この価額は、当該年金受給権の取得の時におけ
る時価（同法 22 条）、すなわち、将来にわたって受け取るべき年金の金額を被相続人死亡
時の現在価値に引き直した金額の合計額に相当し、その価額と上記残存期間に受けるべき
年金の総額との差額は、当該各年金の上記現在価値をそれぞれ元本とした場合の運用益の
合計額に相当するものとして規定されているものと解される。したがって、これらの年金
の各支給額のうち上記現在価値に相当する部分は、相続税の課税対象となる経済的価値と
同一のものということができ、所得税法 9 条 1 項 15 号により所得税の課税対象とならな
いものというべきである。」
この判示では、年金支給額の総額から年金受給権の相続時現在価値部分を控除した差額
（すなわち相続後の運用益相当額）のみが所得税の課税対象となる。そうすると、①にも
指摘したことと同じように所得税法 60 条の規定が問題となる。
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③「本件年金は、被相続人の死亡日を支給日とする第 1 回目の年金であるから、その支給
額と被相続人死亡時の現在価値とが一致するものと解される。そうすると、本件年金の額
は、すべて所得税の課税対象とならないから、これに対して所得税を課することは許され
ないものというべきである。」
この判示は、②の論理から導き出されるものであろうが、結局、年金支払額のうち運用
益相当額しか所得税が控除されないことを明らかにした。
④「なお、所得税法 207 条所定の生命保険契約等に基づく年金の支払をする者は、当該年
金が同法の定める所得として所得税の課税対象となるか否かにかかわらず、その支払の際、
その年金について同法 208 条所定の金額を徴収し、これを所得税として国に納付する義務
を負うものと解するのが相当である。」
この判示は、所得税の課税対象となるか否かにかかわらずとなっているが、非課税所得
となった場合には、課税すべき「所得」はないのであるから、所得税の源泉徴収は行わな
いとすべきである。そうであれば、所得税法 207 条は、課税すべき所得のない所得に課税
することになるので、同条の無効問題を惹起する。当該規定が無効になると、Ｘの還付申
告も無効となって結果的に救済されないことになる。すなわち、その場合には、所得税の
源泉徴収義務である生命保険会社に過誤納金が生じることになる。そのため、この判決は、
それらを曖昧にした判断をしたものであろう。
第 3 節 小括
以上のように、長崎年金事件は、本件更正時の相続税法と所得税法の各関係規定に関し、
生命保険契約上の保険事故（死亡）によって相続人が取得に生活保障年金 10 年分のうち
初回支給分 230 万円（本件年金）に対して、雑所得として課税した更正処分（本件更正）
が、相続税と所得税の二重課税に当たるか否かが争われたものである。具体的には、本件
年金が所得税法 9 条 1 項 16 号にいう「相続、遺贈又は個人からの贈与により取得するも
の（相続税法（昭和二十五年法律第七十三号）の規定により相続、遺贈又は個人からの贈
与により取得したものとみなされるものを含む。）」に該当するか否かが争われることにな
った。
この争点に関し、一審判決は、保険事故（死亡）によって相続人が取得した年金自体が
「相続により取得したもの」に該当するとして、本件更正が違法である旨判示し、控訴審
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判決は、本件年金が「相続により取得したもの」に該当せず、雑所得に当たるとして、本
件更正が適法である旨判示し、上告審判決は、当該年金受給権の相続時の時価相当額が「相
続により取得したもの」に該当するところ、本件年金は初回支給分であるが故に運用益部
分も含まれておらず、「相続により取得したもの」に該当するとして、本件更正を違法であ
る旨判示した。そして、これらの各判決の問題点については、前節において詳述した。
しかし、このような相続又は贈与により取得した財産に関する相続税と所得税の課税問
題は、長崎年金事件で問題になった生命保険金についてのみ生じるわけではなく、土地建
物等の譲渡所得の起因となる不動産、被相続人に係る退職給与等についても生じることで
ある。しかし、それらの課税関係は、相続又は贈与によって取得する財産の種類によって
異なった課税規定となっており、課税関係を一層煩雑にさせている。
そのため、このような課税関係のあり方を論じるに当たっては、相続税法及び所得税法
において、相続税及び贈与税と所得税の課税関係を整理しておく必要がある。そこで、第
2 章においてそれらの関係を論ずることにする。
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第 2 章 相続税・贈与税と所得税の課税関係
第 1 節 相続税の課税方法
１、相続税の課税方式
（１）相続税の課税根拠
相続税の課税根拠については、資産分配説・応益説・所得税の補完説などの考え方が存
在する。
資産分配説とは、富の集中を排除し、再分配を促進することに相続税の課税根拠を見出
すものである。応益説とは、老後扶養の社会化による公的な社会保障（公的年金等）の受
給の対価として相続税をとらえるものである。
所得税の補完説は，①生前の課税漏れに対する精算を相続税の課税根拠とするものと、
②相続による財産取得も所得の一類型としてとらえるものがある。所得税の補完説のうち、
生前の課税漏れに対する精算を相続税の課税根拠とする説は、遺産課税方式に相応する。
すなわち、未実現の利得や帰属所得に対する課税のように執行が困難であるがゆえに課税
対象から除外されているものが存在したり、あるいは様々な政策的減免措置を利用した節
税や、不自然な経済取引を行うことによる租税回避、所得の隠蔽等により生じた課税の脱
漏を、被相続人に対する所得課税の代替措置として、その蓄積した財に相続税を課すので
ある4。これに対して、相続による財産取得も所得税の一類型としてとらえる説は、遺産取
得課税方式に相応する。すなわち、包括的所得概念の下では、一時的・偶発的・恩恵的利
得であっても、人の担税力を増加させる経済的利得はすべて所得を構成すると解されるか
ら、相続人の取得した遺産という経済的利得も同様に所得税の課税対象となる。ただし、
遺産による経済的利得は、通常の反復・継続的な金銭による所得と異なり、一時に高額の
所得が、流動性が低い財産というかたちで収得されるものであるから、その特性に合った
固有の控除や税率により所得税を課税する必要があるため、相続税という種類の租税を設
ける必要があるということになる。以上のような課税根拠論に対応する相続税の課税方式
には、次のようなものがある。
4 岩崎政明「相続税を巡る諸問題」『資産課税の理論と課題』（税務経理協会、平成 7 年）175
頁参照。
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（２）遺産課税方式
遺産課税方式は、被相続人が残した遺産に着目する。これは遺産を残すという形で富を
処分することに対する課税方式である。この方式は遺産税方式とも呼ばれる。これを徹底
すると、相続税は遺産に対する債務であり、遺産の管理人等が分割前に他の債務と同様に
相続税納税義務を処理するという形をとることになる。課税のためには、個別の相続人等
が取得した財産ではなく、遺産全体を把握すればよいので、徴収上の便宜という面では優
れているといえる。また、課税根拠との関連では、被相続人の生前所得の精算課税や、資
産の引き継ぎの社会化という考え方と親和性を持つ。アメリカ・イギリス等がこの課税方
式を採っている。
（３）遺産取得課税方式
遺産取得課税方式とは、相続人・受遺者等が富を取得したことに対する課税方式である。
この方式は、遺産取得税方式とも呼ばれる。これを徹底すると、相続・贈与による財産取
得を所得として、所得税の分離課税という形をとることになる。課税根拠との関連では、
遺産の取得による担税力という考え方と親和性をもつ。また、遺産取得課税方式では、遺
産が分割されて相続されるほど、累進課税の上では全体の税負担が少なくなる。このため、
遺産取得課税方式は、遺産の分割を促進することとなり、富の集中排除という趣旨により
かなうといわれる。ドイツやフランス等がこの課税方式を採っている。遺産取得課税方式
は、担税力を増加させる経済的利得はすべて所得であるという「包括的所得概念」に基づ
く方式であるが故に、所得税の特別課税の性格を有することになる。
（４）折衷方式（法定相続分課税方式）
日本の相続税は、戦前は遺産課税方式を採用していたが、シャウプ勧告に基づく昭和 25
年改正により遺産取得課税方式へと転換した。しかし、昭和 33 年改正により、法定相続
分課税方式とよばれる、遺産課税方式と遺産取得課税方式とを折衷した課税方式が採用さ
れて、今日に至っている。この方式では、遺産分割の仕方によって相続税が違ってくる点
を、法定相続分で分割したものとして相続税の総額を計算することになる。これにより、
遺産分割の仕方が違っても、遺産と法定相続人が同様ならば、相続税の総額は変わらない
ようになっている。その点では、遺産課税方式としての性質を有するが、相続人の取得部
分に応じて税額が異なるという点では、遺産取得課税方式の性質を有することになる。ま
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た、この法定相続分課税方式は、遺産取得課税方式の一類型に分類されることもある。
（５）各方式と所得税との関係
遺産課税方式の場合、被相続人の遺産に対してのみ相続税が課せられることになるため、
その時点で相続税が課せられ、所得税と交錯する場面は基本的には生じないことになる。
一方で遺産取得課税方式の場合は、相続人・受遺者等に対して相続税が課せられ、相続・
贈与による財産の取得が「所得」として所得税の分離課税という形をとるため、相続税の
課税対象は，所得税と同じ「所得」であるということになる。何が所得であるかについて
は、その形式および源泉の如何、継続性・反復性の有無等を問わず、納税義務者に新たに
帰属し、その担税力を増加させるすべての経済価値が原則として所得を構成すると解する
という包括的所得概念を採用している5。
また、日本の租税制度においては、基本的には、包括的所得概念を採用する所得税は、
原則として、相続人等の取得する相続財産を所得と捉えてその相続人等に対して所得課税
を行い、さらに、相続の時点をキャピタル・ゲイン実現の時と捉えて被相続人にみなし譲
渡所得課税を行うこととなる。一方、法定相続分課税方式を採用している相続税は、相続
人等に対して、相続人等の取得する相続財産を課税対象として課税を行う。したがって、
相続財産の移転に伴い、相続税と所得税の課税が交錯する場面が生ずることとなる。この
考え方によれば、所得税の課税対象に相続による財産取得も含めることもできるが、現行
の日本の所得税法は、相続による財産取得について相続税が課税されることからこれを非
課税としている（所法 9①十六）。これは，同じ所得に対して課税する所得税と相続税の間
での二重課税を防ぐためであると考えられる。
２、相続税の納税義務
（１）無制限納税義務者
無制限納税義務者には、居住無制限納税義務者と非居住無制限納税義務者があり、相続
財産を取得した際の居住地の場所によって区分される。
① 居住無制限納税義務者
相続又は遺贈により財産を取得した個人で、財産取得の時において日本国内に住所を有
5 金子宏「所得概念の研究」（有斐閣、平成 17 年）50 頁参照。
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しているときは、その取得した財産が国内にあるか国外にあるかを問わず、その相続財産
の全部について課税される（相法 1 の 3 一）。
② 非居住無制限納税義務者
相続又は遺贈により財産を取得した個人が日本国籍を有するが、財産取得の時において
日本国内に住所を有していない場合（その個人又はその相続若しくは遺贈に係る被相続人
がその相続又は遺贈に係る相続の開始前５年以内のいずれかの時において日本国内に住所
を有していたことがある場合に限る。）は、その取得した財産が国内にあるか国外にあるか
を問わず、その相続財産の全部について課税される（相法 1 の 3 二）。
（２）制限納税義務者
相続又は遺贈により財産を取得した個人が、財産取得の時において、日本国内に住所を
有していないときは、非居住無制限納税義務者に該当する場合を除き、国内にある財産に
ついてだけ課税される。つまり、制限納税義務者の場合には、国外にある財産を相続した
時には課税はされないことになる（相法 1 の 3 三）。
３、相続等により取得したものとみなす場合
（１）みなし規定の必要性
租税法上には、他の方分野で既にはっきりした意味を与えられている借用概念と租税法
が独自に用いている固有概念が存在する。
借用概念の解釈については、独立説、統一説、目的適合説との見解があるが、学説及び
判例の立場は、基本的には統一説で固まってきている6。相続税法上の「相続」も、民法か
らの借用概念であると解されており、このことを明らかにした裁判例として東京高裁昭和
46 年 2 月 6 日判決（訟務月報 17 巻 6 号 1021 頁）がある。この判決は、相続税の納税義
務の成立時期を判断したものである。統一説によれば、借用概念は、原則として、本来の
法分野における意義と同じ意義に解釈すべきとされていることから 、相続税法上の「相続」
とは、被相続人の死亡により相続人に被相続人の権利義務が承継されることを意味するこ
とになる。そうすると、相続税の課税物件である「相続により取得した財産」とは、原則
として、「被相続人の死亡により包括承継した財産（相続財産）」と解釈できる。
6 谷口勢津夫「借用概念と目的論的解釈・税法学 539 号」（清文社、平成 10 年）105 頁参照。
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また、民法上、相続開始と同時に、相続財産は共同相続人間の遺産共有状態となり、遺
産分割前においては、各共同相続人は遺産共有状態の相続財産について自己の相続分に応
じた共有持分権（遺産共有持分権）を持つことになる。この遺産共有持分権は実体法上の
権利性が認められるものであり、これが「相続により取得した財産」であることは、異論
をみない。
他方、租税法においては、課税の実質的な公平を図る観点から、法形式の如何にかかわ
らず実体に沿った課税を実現すべく様々な「みなし規定」が存在しているが、これは、相
続税法においても同様である。相続税法におけるみなし規定の必要性は、同法に規定する
相続税・贈与税の納税義務者の定めに端的に表れているといえる。すなわち、相続税法は、
「相続、遺贈又は贈与により財産を取得した個人」（相法 1 の 3 一、1 の 4 一）を相続税等
の納税義務者として掲げているが、これは、相続税は基本的に相続等という無償の財産移
転に担税力を見出して課税する租税である一方、相続によって財産を取得する主体は相続
の本質からして自然人である個人に限られること等による。これにより、相続税等におい
ては、課税対象の発生形態とその帰属主体の属性とが限定されることとなるが、遺贈及び
贈与については、個人以外の主体（法人等）も帰属主体となり得るため、両者の対応関係
にズレが存在することとなり、そこに相続税固有の税負担回避が発生し得る要因が生まれ
ることとなる。また、相続を起因として相続人が何らかの財産を取得する場合（例えば、
被相続人の退職金等）もあるが、これらは、実質的には「相続」によって取得したものと
同じである。
そこで、現行相続税法では、こうした税負担回避に対応する仕組みの一部について、み
なし規定により手当てを講じており、課税対象の発生形態については、実質的に相続等と
同視できる特定の移転形態を相続等により取得したものとみなす（相法 3、4）ことにより、
また、課税対象の帰属主体の属性については、個人以外の特定の主体（非営利法人等）を
個人とみなすことにより、相続税等の課税対象に含めている（相法 66）。
（２）みなされる財産
以下に示す項目に該当する場合においては、以下に該当する者が以下に該当する財産を
相続又は遺贈により取得したものとみなされる（相法 3、4）。
① 被相続人の死亡により相続人その他の者が生命保険契約の保険金又は損害保険契の保
険金を取得した場合においては、当該保険金受取人について、当該保険金のうち被相続人
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が負担した保険料の金額の当該契約に係る保険料で被相続人の死亡の時までに払い込まれ
たものの全額に対する割合に相当する部分
② 被相続人の死亡により相続人その他の者が当該被相続人に支給されるべきであった退
職手当金、功労金その他これらに準ずる給与で被相続人の死亡後 3 年以内に支給が確定し
たものの支給を受けた場合においては、当該給与の支給を受けた者に対する当該給与
③ 相続開始の時において、まだ保険事故が発生していない生命保険契約で被相続人が保
険料の全部又は一部を負担し、かつ、被相続人以外の者が当該生命保険契約の契約者であ
るものがある場合においては、当該生命保険契約の契約者について、当該契約に関する権
利のうち被相続人が負担した保険料の金額の当該契約に係る保障料で当該相続開始の時ま
でに払い込まれたものの全額に対する割合に相当する部分
④ 相続開始の時において、まだ定期金給付事由が発生していない定期金給付契約で被相
続人が掛金又は保険料の全部又は一部を負担し、かつ、被相続人以外の者が当該定期金給
付契約の契約者であるものがある場合においては、当該定期金給付契約の契約者について、
当該契約に関する権利のうち被相続人が負担した掛金又は保険料の金額の当該契約に係る
掛金又は保険料で当該相続開始の時までに払い込まれたものの全額に対する割合に相当す
る部分
⑤ 定期金給付契約で定期金受取人に対しその生存中又は一定期間にわたり定期金を給付
し、かつ、その者が死亡したときはその死亡後遺族その他の為に対して定期合又は一時金
を給付するものに基づいて定期金受取人たる被相続人の死亡後相続人その他の者が定期金
受取人又は一時金受取人となった場合においては、当該定期金受取人又は一時金受取人と
なった者について、当該定期金給付契約に関する権利のうち被相続人が負担した掛金又は
保険料の金額の当該契約に係る掛金又は保険料で当該相続開始の時までに払い込まれたも
のの全額に対する割合に相当する部分
⑥ 被相続人の死亡により相続人その他の者が定期金に関する権利で契約に基づくもの以
外のものを取得した場合においては、当該定期金に関する権利を取得した者について、当
該定期金に関する権利（イに掲げる給与に該当するものを除く。）
また、上記①又は③～⑤までの適用については、被相続人の被相続人が負担した保険料
又は掛金は、被相続人が負担した保険料又は掛金とみなす。ただし、③又は④の場合によ
りそれらに掲げる者が当該被相続人の被相続人から当該③又は④に掲げる財産を相続又は
遺贈により取得したものとみなされた場合においては、当該被相続人の被相続人が負担し
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た保険料又は掛金については、このようなみなし規定はない（相法 3②）。さらに、上記③
又は④の規定の適用については、被相続人の遺言により払い込まれた保険料又は掛金は、
被相続人が負担した保険料又は掛金とみなす（相法 3④）。
４、相続税の課税価格と税額
（１）概要
相続税の課税価格は、相続又は遺贈により財産を取得した者の相続税計算の基礎となる
金額であり、それぞれ財産を取得した者ごとに、その相続又は遺贈によって取得した財産
の価格を基として計算される。その財産取得者が無制限納税義務者に該当するか又は制限
納税義務者に該当するかによって、課税価格の計算基礎に取り込む財産の範囲が異なるが、
次のとおりである（相法 2，11 の 2）。
（２）無制限納税義務者
イ．課税価格
相続又は遺贈により財産を取得した者が、無制限納税義務者に該当する場合においては、
その取得財産の所在が国内・国外を問わずすべての財産の合計額が、その者の相続税の課
税価格となる（相法 11 の 2①）。なお、取得財産の所在地については、各財産について相
続税法 10 条に定めるところによる。
ロ． 債務控除
相続又は遺贈により財産を取得した者が無制限納税義務者に該当する場合においては、
当該相続又は遺贈により取得した財産については、課税価格に算入すべき価額は、当該財
産の価額から次に掲げるものの金額のうち、その者の負担に属する部分の金額を控除した
金額による（相法 13①）。また、この規定によりその金額を控除すべき債務は、確実と認
められるものに限る（相法 14①）。
① 被相続人の債務で相続開始の際現に存するもの
② 被相続人に係る葬式費用
（３）制限納税義務者
イ．課税価格
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財産取得者が外国に住所を有する制限納税義務者で、特例納税義務者にも該当しない場
合には、その取得財産のうち日本国内にあるものの合計額が、その者の相続税の課税価格
となる（相法 11 の 2②）。
ロ．債務控除
相続又は遺贈により財産を取得した者が制限納税義務者に該当する者である場合におい
ては、当該相続又は遺贈により取得した財産で相続税法の施行地にあるものについては、
課税価格に算入すべき価額は、当該財産の価額から被相続人の債務で以下に示すものの金
額のうちその者の負担に属する部分の金額を控除した金額による（相法 13②）。また、こ
の規定によりその金額を控除すべき債務は、確実と認められるものに限る（相法 14①）。
① その財産に係る公租公課
② その財産を目的とする留置権、特別の先取特権、質権又は抵当権で担保される債務
③ 上記②に掲げる債務を除くほか、その財産の取得、維持又は管理のために生じた債務
④ その財産に関する贈与の義務
⑤ 上記①～④に掲げる債務を除くほか、被相続人が死亡の際相続税法の施行地に営業所
又は事業所を有していた場合においては、当該営業所又は事業所に係る営業上又は事業上
の債務
（４）非課税財産
相続税では、原則として、相続や遺贈によって取得したすべての財産がその課税の対象
となるが、相続や遺贈によって取得した資産の中には、その財産の性質、社会政策的な見
地、国民感情などから相続税の課税の対象とすることが適当でない財産がある。そのため、
相続税法ではこのような財産について、相続税の課税対象外としており、以下がその財産
に該当する（相法 12）。
① 皇室経済法の規定にとって皇位とともに皇嗣が受けた物
② 墓所・霊廟及び祭具並びにこれらに準ずるもの
③ 宗教、慈善、学術その他公益を目的とする事業を行う人で、一定の要件に該当する人
④ 相続又は遺贈により取得した財産で、その公益を目的とする事業の用に供することが
確実なもの
⑤ 心身障害者共済制度に基づく給付金の受給権
⑥ 相続人が受け取った生命保険金などで、その合計額のうちの一定金額
28
⑦ 相続人が受け取った死亡退職金で、その合計額のうち一定金額
⑧ 相続財産などを申告期限までに国などに寄付した場合における寄付財産（措法 70①）
（５）相続税額の計算
相続又は遺贈により財産を取得した各人の相続税額は、「相続税の総額」に課税価格の合
計額に占める各人の課税価格の割合を乗じて算定された金額となる（相法 17）が、この各
人が実際に納める相続税額を算出する基となる相続税の総額は、以下の計算方法により算
出する（相法 16）。
① 課税価格の合計額
相続又は遺贈により財産を取得した人全員の課税価格を合計して、課税価格の合計額を計
算する。
② 課税遺産の総額
課税価格の合計額から遺産に係る次の基礎控除額を差し引く。
（式）課税価格の合計額－遺産に係る基礎控除額（5,000 万円＋1,000 万円×法定相続人の
数）＝課税遺産総額
③ 法定相続分に応ずる各取得金額
上記の式の課税遺産総額を法定相続人が民法第 900 条及び第 901 条に規定する相続分に
従って取得したものとした場合における各相続人ごとの金額（法定相続分の金額）を計算
する。
④ 各取得金額を基に算出税額
上記③によって計算した各相続人ごとの金額に税率を乗じて、相続税の総額の基となる
税額を求める。
⑤ 相続税の総額
上記④によって計算した各相続人ごとの算出税額を合計して相続税の総額を計算する。
⑥ 納付税額の算定
上記⑤の相続税の総額を各相続人が実際に取得した財産の割合に応じて、各相続人の相
続税額を算出し、その相続税額から所定の税額控除を行って、各相続人の納付税額を算出
する。
（６）財産の評価
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相続によって取得した財産の評価は相続開始時点の「時価」により評価を行い、当該財
産の価額から控除すべき債務の金額は、その時の現況による（相法 22）。相続財産の「時
価」の評価は、法律で定められているもの（相法 23～26）ほか、実務上、国税庁の通達で
ある「財産評価基本通達」によることが多い。
この財産評価基本通達によると、時価の意義は、相続、遺贈若しくは贈与により財産を
取得した日（課税時期）において、「それぞれの財産の現況に応じ、不特定多数の当事者間
で自由な取引が行われる場合に、通常成立すると認められる価額をいう（同通達 1（2））」
と定められており、これは客観的交換価値を意味するものとして、学説、判例においても
支持されている7。
第 2 節 贈与税の課税方法
１、贈与税の課税根拠
贈与税は、個人から贈与により財産を取得した者に係る租税である。相続や遺贈により
財産を取得した場合には、その財産について相続税が課税されるが、被相続人が生前中に
配偶者や子供などに財産を贈与すれば、その分相続財産が減少し、相続税が課せられなく
なるか又は課かったとしても少ない税負担で済むことになる。つまり、相続税の課税制度
が設けられていたとしても、生前中に贈与することにより財産を分散した場合とそうでな
い場合とでは、税負担に著しい不公平が生ずることになる。そこで、相続税で課税されな
い部分を補完する必要から、生前贈与に対する課税措置を講じ、これを防止するのが贈与
税の立法趣旨であり課税根拠でもある。その意味で、贈与税は、相続税の補完税と言える。
そのため、贈与税は相続税に比べて課税最低限も低く、また、税率もその累進度合が高く
定められているとともに、相続開始前 3 年以内の贈与財産の相続税課税価格への算入制度
（相法 19）が設けられている。
２、贈与税の納税義務
贈与税の納税義務者は、原則として、贈与（贈与者の死亡により効力を生じるいわゆる
7 金子宏「租税法 第 16 版」（弘文堂、平成 23 年）532 頁、東京高裁判平成 7 年 12 月 13 日行
裁例集 46 巻 12 号 1143 頁参照。
30
死因贈与を除く。）によって財産を取得した個人であるが、その財産を取得した時において、
その者の住所が相続税法の施行地にあるか否か、あるいは、日本国籍を有するか否か等に
より、無制限納税義務者と制限納税義務者に区分され、その納税義務の範囲を異にする。
① 無制限納税義務者
無制限納税義務者は、居住無制限納税義務者と非居住無制限納税義務者に区分される。
㋑ 居住無制限納税義務者  
贈与より財産を取得した者が、その財産を取得した時において、日本国内に住所がある
ときは、その財産の所在が日本国内であるか、国外であるかを問わず、贈与によって取得
した財産の全部について無制限に納税義務がある（相法 1 の 4 一）。
㋺ 非居住無制限納税義務者
贈与により財産を取得した日本国籍を有する者が、その財産を取得した時において日本
国内に住所を有していない（その者又はその贈与をした者がその贈与前 5 年以内のいずれ
かの時において日本国内に住所を有していたことがある場合に限る。）ときは、その財産の
所在が日本国内であるか、国外であるかを問わず、贈与によって取得した財産の全部につ
いて無制限に納税義務がある（相法 1 の 4 二）。
② 制限納税義務者
贈与により財産を取得した個人が、その財産を取得した時において、日本国内に住所が
ない（非住所無制限納税義務者を除く。）ときは、その者が取得した財産のうち、日本国内
にあるものについてのみ、制限的に納税義務がある（相法 1 の 4 三）。
３、贈与等により取得したものとみなす場合
（１）みなし規定の必要性
贈与税は、贈与によって財産を取得した場合に課税される。この場合の「贈与」とは、
いわゆる借用概念に当たるため、原則として、民法上の贈与契約を意味するものと解され
ているため、それだけでは贈与税の機能が十分に果たせないことになる。すなわち、贈与
者から受ける経済的利益が実質的に本来の贈与となんら変わらないと認められるものにつ
いては、「みなし贈与財産」として、贈与税を課税する必要がある。そこで、相続税法が贈
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与により取得したとみなす財産は、民法上の贈与により取得した財産ではないが、その経
済的効果が実質的に贈与を受けたと同様な場合に税負担の公平を図るために贈与税を課税
することにしている。例えば、個人から著しく低い価額の対価で財産を譲り受けた場合に
は、その財産の時価と支払った対価との差額に相当する金額は、財産を譲渡した人から贈
与により取得したものとみなされる。
（２）みなされる財産
以下に示す項目に該当する場合においては、以下に該当する者が以下に該当する財産を
遺贈により取得したものとみなされる（相法 3①）。
① 生命保険金
生命保険契約の保険金を満期又は被保険者の死亡により取得した場合において、その保
険契約の保険料を被保険者（被相続人）や保険金受取人以外の者が負担している場合は、
保険金受取人が取得した保険金のうち、以下の算式によって計算された部分の金額が保険
料を負担した者から贈与により取得したものとされる（相法 5）。
（算式）→「保険金受取人が取得した保険金の額」に「被相続人及び保険金受取人以外の
者が負担した保険料の額」を乗じ、「保険事故の発生の時までに払い込まれた保険料の総額」
で除した金額。
なお、保険金には、保険契約に基づき分配を受ける剰余金等も含まれる（相基通 5-1，
3-8）。
② 定期金
定期金給付契約（生命保険金を除く。）の定期金給付事由が発生した場合において、その
契約の掛金又は保険料を定期金受取人以外の者が負担している場合には、定期金受取人が
取得した定期金給付契約に関する権利のうち、以下の算式によって計算した部分の金額が
その掛金を負担した者から贈与により取得したものとみなされる（相法 6①）。
（算式）→「定期金給付契約に関する権利の価額」に「定期金受取人以外の者が負担した
掛金又は保険料の額」を乗じ、「給付事由の発生の時までに払い込まれた掛金又は保険料の
総額」で除した金額。
③ 低額譲渡
著しく低い価額の対価で財産を譲り受けた場合には、その財産の時価と支払った対価の
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額との差額に相当する金額を、財産を譲渡した者から贈与により取得したものとみなされ
る（相法 7、注 2）。しかし、この場合であっても、その財産を譲り受けた者が、資力を喪
失して債務を弁済することが困難であるため、弁済に充てる目的でその者の扶養義務者か
ら譲り受けたものであるときは、その債務を弁済することが困難である部分の金額につい
て贈与税は課税されない（相法 7 ただし書）。
④ 債務免除等
対価を支払わないで、又は著しく低い価額の対価で債務の免除、引受け又は第三者のた
めにする債務の弁済による利益を受けた場合には、これらの行為があった時に、その利益
を受けた者が、その債務の免除、引受け又は弁済に係わる債務の金額に相当する金額を、
その債務免除等をした者から贈与により取得したものとみなされる（相法 8）。しかし、こ
の場合であっても、債務者が資力を喪失して債務を弁済することが困難である場合におい
て、（a）債務の免除を受けた場合又は（b）債務者の扶養義務者に債務の引受け又は弁済し
てもらった場合には、贈与とみなされた金額のうちその債務を弁済することが困難である
部分の金額について、贈与税は課税されない（相法 8 ただし書）。
⑤ その他の利益の享受
上記①から④までに該当する場合のほか、対価を支払わないで又は著しく低い価額の対
価で利益を受けた場合には、その利益を受けた者が、利益の価額に相当する金額を贈与に
より取得したものとみなされる（相法 9）。しかし、この場合であっても、資力を喪失して
債務を弁済することが困難である場合において、その者の扶養義務者から、その債務の弁
済に充てるためにされたものであれば、その受けた利益のうち、債務を弁済することが困
難である部分の金額については、贈与がなかったものとされる（相法 9 ただし書）。
⑥ 信託財産
信託行為があった場合において、委託者以外の者が信託の受益者であるときは、その信
託行為があった時に受益者がその信託受益権を委託者から贈与により取得したものとみな
され贈与税が課税される。また、受益者の変更が行われたことにより、新たに委託者以外
の者が信託の受益者となった場合にも同様である（相法 9 の 2～9 の 6）。なお、委託者が
保険料負担、受託者が保険契約者、受益者が保険金受取人となるいわゆる生命保険契約信
託については、その信託に関する権利は信託財産として取り扱わないで、生命保険契約に
関する規定が適用されることになる（相基通 4-2）。
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４、贈与税の課税価格と税額
（１）概要
贈与税の課税標準は、納税義務者が一暦年間に贈与によって取得した財産の価額の合計
額である。相続税法は、贈与税の課税価格と呼んでいる（相法 21 の 2）。最近、負担付贈
与が行われる例が多いが、これを、その場合の課税価格は、贈与を受けた財産の通常の取
引価額から負担の金額を控除した残額である8。課税価格からは、基礎控除と配偶者控除を
行う。配偶者控除は、婚姻期間が 20 年以上である者が、配偶者から、居住用不動産もし
くはその取得に充てるべき金銭の贈与を受けた場合またはその金銭をもって信託受益権を
取得した場合に認められるものである。これらの控除をした残額に税率表を適用して、贈
与税額が算出される。日本国外の贈与財産につき、外国政府によって課された贈与税額は、
わが国の贈与税額から控除される（相法 21 の 8）。
（２）無制限納税義務者
贈与により財産を取得した者が、その年中における贈与による財産の取得について無制
限納税義務者である場合においては、その者については、その年中において贈与により取
得した財産の価額の合計額をもって、贈与税の課税価格とする（相法 21 の 2①）。
（３）制限納税義務者
贈与により財産を取得した者が、その年中における贈与による財産の取得について制限
納税義務者である場合においては、その者については、その年中において贈与により取得
した財産で国内にあるものの価額の合計額をもって、贈与税の課税価格とする（相法 21
の 2②）。
（４）非課税財産
贈与により取得した財産でも、その財産の性質又は贈与の目的等からみて贈与税を課税
することが適当でないものがある。そのため、以下に示す財産については贈与税が課税さ
8 最高裁昭和 56 年 6 月 26 日判決・最判民集 133 号 187 頁参照。なお、贈与財産に抵当権が
設定されていても、受贈者が債務を引き受けない限り、負担付贈与とはいえない。名古屋高判
昭和 55 年 10 月 29 日訟務月報 27 巻 4 号 654 頁。ただし、その財産の評価の問題は残る。
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れないことになっている（相法 21 の 2④、21 の 3、21 の 4、相基通 21 の 3-9）。
① 法人からの贈与により取得した財産
② 扶養義務者から生活費や教育費として贈与を受けた財産
③ 公益事業用財産
④ 一定の特定公益信託から交付を受ける金品
⑤ 心身障害者共済制度に基づく給付金の受給権
⑥ 公職選挙の候補者が贈与により取得した財産
⑦ 特定障害者扶養信託契約に基づく信託受益権
⑧ 社交上必要と認められる香典等
⑨ 相続開始の年に被相続人から贈与を受けた財産
（５）贈与税額の計算
贈与税は、その年の 1 月 1 日から 12 月 31 日までの 1 年間に贈与により取得した財産の
価額の合計額（課税価額（相法 21 の 2①②③））から配偶者控除額（相法 21 の 6）及び基
礎控除額（相法 21 の 5、措法 70 の 2）を差し引いた後の課税価格に税率を乗じて計算す
る。
課税価格の計算の基礎となる財産は、非課税財産（相法 21 の 3）を除き本来の贈与財産
（相法 2 の 2）及びみなし贈与財産（相法 4～9）のすべてが含まれる（相法 21 の 2①②
③）。また、個々の財産の価額は、その財産の贈与時の時価による（相法 22）。また、人格
のない社団等が、その年中に 2 以上の者から贈与を受けた場合には、当該社団等を個人と
みなし、贈与者の異なるごとに、贈与者の各 1 名のみから財産を取得したものとみなして、
それぞれ各別に課税価格を計算する（相法 66①）。
第 3 節 所得税の課税方法
１、 所得税の納税義務
所得税の納税義務者は、原則として、個人であるが、法人や人格のない社団も特定の所
得について所得税を納める義務がある。所得税法は、納税義務者として個人を居住者と非
居住者に、法人を内国法人と外国法人に区分し、それぞれ納税義務を規定している（所法
5）。
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① 居住者
居住者とは、国内に住所を有し、又は現在まで引き続いて 1 年以上居所を有する個人を
いい（所法 2①三）、非永住者以外の居住者と非永住者に区分される。非永住者とは、日本
の国籍を有しておらず、かつ、過去 10 年以内において国内に住所又は居所を有していた
期間の合計が 5 年以下である個人を指す。
② 非居住者
非居住者とは、居住者以外の個人をいう（所法 2①五）。
③ 法人
内国法人は、国内において内国法人課税所得の支払を受けるとき又はその引受けを行
う法人課税信託の信託財産に帰せられる外国法人課税所得の支払を受けるときは、所得税
を納める義務がある（所法 5③）。また、外国法人は、外国法人課税所得の支払を受けると
き又はその引受けを行う法人課税信託の信託財産に帰せられる内国法人課税所得の支払を
国内において受けるときは、この法律により、所得税を納める義務がある（所法 5④）。
２、課税所得の範囲
（１）原則
納税義務者に対して課税される所得の範囲は、それぞれの区分に応じ、以下のとおりで
ある（所法 7）。
① 居住者
国内源泉所得及び国外源泉所得すなわちすべての所得
② 非永住者
所得税法 161 条（国内源泉所得）に規定する国内源泉所得及びこれ以外の所得で国内
において支払われ又は国外から送金されたもの
③ 非居住者
所得税法 164 条 1 項各号（非居住者に対する課税の方法）に掲げる非居住者の区分に応
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じ、それぞれ同項各号及び同条 2 項各号に掲げる国内源泉所得
④ 法人
内国法人は、国内において支払われる所得税法 174 条各号に掲げる利子等、配当等、給
付補てん金、利息、利益、差益、利益の分配及び賞金。外国法人は、国内源泉所得のうち
所得税法 161 条 1 号の 2 から 7 号まで及び 9 号から 12 号までに掲げるもの
（２）非課税所得
以下に掲げる所得については、所得税を課さない（所法 9）。本稿に関しては、㉓の所得
が問題となる。
① 当座預金の利子（政令で定めるものを除く。）
② 学校教育法 1 条に規定する小学校、中学校、高等学校若しくは中等教育学校又は同法
76 条に規定する特別支援学校の小学部、中学部若しくは高等部の児童又は生徒が、その学
校の長の指導を受けて預入し又は信託した預貯金（上記①に規定するものを除く。）又は合
同運用信託で政令で定めるものの利子又は収益の分配
③ 恩給法に規定する増加恩給及び傷病賜金その他公務上又は業務上の事由による負傷又
は疾病に基因して受けるこれらに準ずる給付で政令で定めるもの
④ 遺族の受ける恩給及び年金
⑤ 条例の規定により地方公共団体が精神又は身体に障害のある者に関して実施する共済
制度で政令で定めるものに基づいて受ける給付
⑥ 給与所得を有する者が勤務する場所を離れてその職務を遂行するため旅行をし、若し
くは転任に伴う転居のための旅行をした場合又は就職若しくは退職をした者若しくは死亡
による退職をした者の遺族がこれらに伴う転居のための旅行をした場合に、その旅行に必
要な支出に充てるため支給される金品で、その旅行について通常必要であると認められる
もの
⑦ 通勤者がその通勤に必要な交通機関の利用又は交通用具の使用のために支出する費用
に充てるものとして通常の給与に加算して受ける通勤手当のうち、一般の通勤者につき通
常必要であると認められる部分として政令で定めるもの
⑧ 給与所得を有する者がその使用者から受ける金銭以外の物でその職務の性質上欠くこ
とのできないものとして政令で定めるもの
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⑨ 国外で勤務する居住者の受ける給与のうち、その勤務により国内で勤務した場合に受
けるべき通常の給与に加算して受ける在勤手当で政令で定めるもの
⑩ 外国政府、外国の地方公共団体又は政令で定める国際機関に勤務する者で政令で定め
る要件を備えるものがその勤務により受ける俸給、給料、賃金、歳費、賞与及びこれらの
性質を有する給与
⑪ 自己又はその配偶者その他の親族が生活の用に供する家具、じゆう器、衣服その他の
資産で政令で定めるものの譲渡による所得
⑫ 資力を喪失して債務を弁済することが著しく困難である場合における国税通則法 2 条
10 号に規定する強制換価手続による資産の譲渡による所得その他これに類するものとし
て政令で定める所得
⑬ オープン型の証券投資信託の収益の分配のうち、信託財産の元本の払戻しに相当する
部分として政令で定めるもの
⑭ 皇室経済法 4 条 1 項及び 6 条 1 項の規定により受ける給付
⑮ 文化功労者年金法 3 条 1 項の規定による年金
⑯ 日本学士院から恩賜賞又は日本学士院賞として交付される金品
⑰ 日本芸術院から恩賜賞又は日本芸術院賞として交付される金品
⑱ 学術若しくは芸術に関する顕著な貢献を表彰するものとして又は顕著な価値がある学
術に関する研究を奨励するものとして国、地方公共団体又は財務大臣の指定する団体若し
くは基金から交付される金品で財務大臣の指定するもの
⑲ ノーベル基金からノーベル賞として交付される金品
⑳ 外国、国際機関、国際団体又は財務大臣の指定する外国の団体若しくは基金から交付
される金品でイからホまでに掲げる年金又は金品に類するもののうち財務大臣の指定する
もの
㉑ オリンピック競技大会又はパラリンピック競技大会において特に優秀な成績を収めた
者を表彰するものとして財団法人日本オリンピック委員会、財団法人日本障害者スポーツ
協会、その他これらの法人に加盟している団体であって政令で定めるものから交付される
金品で財務大臣が指定するもの
㉒ 学資に充てるため給付される金品及び扶養義務者相互間において扶養義務を履行する
ため給付される金品
㉓ 相続、遺贈又は個人からの贈与により取得するもの（相続税法の規定により相続、遺
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贈又は個人からの贈与により取得したものとみなされるものを含む。）
㉔ 保険業法 2 条 4 項に規定する損害保険会社又は同条第 9 項に規定する外国損害保険会
社等の締結した保険契約に基づき支払を受ける保険金及び損害賠償金で、心身に加えられ
た損害又は突発的な事故により資産に加えられた損害に基因して取得するものその他の政
令で定めるもの
㉕ 公職選挙法の適用を受ける選挙に係る公職の候補者が選挙運動に関し法人からの贈与
により取得した金銭、物品その他の財産上の利益で、同法 189 条の規定による報告がされ
たもの
３、所得概念
（１）取得型所得概念と支出型所得概念
所得税の課税物件は個人の所得であるから、所得とは何かを検討しておく必要がある。
真の意味における所得は、財貨の利用によって得られる効用と人的役務から得られる満足
を意味する。しかし、これらの効用や満足を測定し定量化することは困難であるから、所
得税の対象としての所得を問題にする場合には、これらの効用や満足を可能にする金銭的
価値で表現せざるを得ない。
所得を金銭的価値で表現する場合にも、その構成の仕方には 2 つの類型がある。一つは、
支出型所得概念と呼ばれるもので、各人の収入のうち、効用ないし満足の源泉である財貨
や人的役務の購入に充てられる部分のみを所得と観念し、累積に向けられる部分を所得の
範囲から除外する考え方である。もう一つは、取得型所得概念と呼ばれるもので、各人が
収入等の形で新たに取得する経済的価値、すなわち経済的利得を所得と観念する考え方で
ある。このうち、各国の所得税制の基となっている取得型所得概念のもとにおいて、所得
の範囲をどのように構成するかについては、さらに 2 つの考え方があり、以下でそれらを
説明する。
（２）制限的所得概念
制限的所得概念とは、経済的利得のうち、利子・配当・地代・利潤・給与等、反覆的・
継続的に生ずる利得のみを所得として観念し、一時的・偶発的・恩恵的利得を所得の範囲
から除外する考え方である。この考え方は、所得源泉説あるいは反覆的利得説とも呼ばれ
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るが、イギリスおよびヨーロッパ諸国の所得税制度は、伝統的にこの考え方に基づいてお
り、そこでは、キャピタル・ゲインのような一時的・偶発的利得は、長い間課税の対象か
ら除外されてきた9。我が国の所得税が所得源泉別に所得を 10 種類に区分しているのは、
この制限的所得概念のなごりであるとも言える。また、この考え方の下では、相続又は贈
与により財産を取得しても、「所得」として認識されることはないから、相続税と所得税の
二重課税問題は生じないことになる。
（３）包括的所得概念
包括的所得概念とは、原則として、すべての所得を課税の対象とする考え方である。こ
の考え方のもとでは、人の担税力を増加させる経済的利得はすべて所得を構成することに
なり、したがって、反覆的・継続的利得のみだけでなく、一時的・偶発的・恩恵的利得も
所得に含まれることになる10。現在では、この包括的所得概念が一般的な支持を受け、現
行の所得税法でも採用されている。現行法が、原則として、すべての所得を課税の対象と
する包括的所得概念を採用している、その背後にある考え方は、いうまでもなく公平負担
の原則であり、総合所得税の理念である11。シャウプ勧告は、譲渡所得の全額課税と譲渡
損失の全額控除を勧告するに当たって、「重要な事実は、譲渡所得は所有者に対して、利子
又は配当が与えると全く同様の経済力の増加を与えるということである12。」と述べている
が、このことは、ひとり譲渡所得についてのみでなく、旧制度の下で課税の対象から除外
されていたすべての所得についていえることである。二種類の所得のうちどちらも納税者
の経済的負担能力＝担税力を増加させるという場合に、一方は課税の対象とし、他方は課
税の対象から除外することは、明らかに、近代法の基本原則である平等原則に反すること
である。その意味で、すべての所得を課税の対象に含めることが要求されなければならな
い。
たしかに、所得には、その種類・性質に応じて担税力に強弱の差があることは、明らか
であるが、これは、各種所得の算定に当たってその特殊性に応じた取扱いをなすことによ
って解決すべき問題であって、ある所得を最初から課税の対象外においてしまうことの根
9 金子・前脚注 7、173、174 頁。
10 金子・前脚注 9、174 頁。
11 金子宏編「租税法における所得概念の構成（一）」『法学協会雑誌 83 巻』（有斐閣、昭和 41
年）1,269 頁参照。
12 その意味では、本来、相続及び贈与により取得した経済的利益についても、所得税を課税す
べきこととなる。
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拠とはなりえない。その意味で、包括的所得概念は、今日の所得税制の指導理念と見るべ
きであるが、所得の範囲を包括的に規定した世界最初の総合累進所得税の立法としては、
アメリカの 1913 年の歳入法がある。それは「いかなる源泉から生じた利得、利益又は所
得であるかを問わず」課税の対象とする旨を規定した。我が国の現行所得税の仕組みが、
シャウプ勧告を通じて、このアメリカの制度を継受したものである。
このように、包括的所得概念の下では，一時的・偶発的・恩恵的利得であっても、人の
担税力を増加させる経済的利得はすべて所得を構成すると解されるから、相続人の取得し
た遺産という経済的利得も同様に所得税の課税対象となる。ただし、遺産による経済的利
得は、通常の反復・継続的な金銭による所得と異なり、一時に高額の所得が、流動性が低
い財産というかたちで収得されるものであるから、その特性に合った固有の控除や税率に
より、相続税という種類の租税を設ける必要があるということになる13。そして、所得税
については、所得税法 9 条で「相続，遺贈又は個人からの贈与により取得するもの」は、
所得に含まれずに非課税とされている。
４、所得税の課税標準（課税所得）
居住者に対して課する所得税の課税標準は、総所得金額、退職所得金額及び山林所得金
額とする。この場合、総所得金額は、各種所得の金額の計算の規定により計算した次に掲
げる金額の合計額とする。
① 利子所得の金額、配当所得の金額、不動産所得の金額、事業所得の金額、給与所得の
金額、譲渡所得の金額及び雑所得の金額の合計額
②譲渡所得の金額及び一時所得の金額の合計額の 2 分の 1 に相当する金額
また、退職所得金額又は山林所得金額は、各種所得の金額の計算の規定により計算した
退職所得の金額又は山林所得の金額とする。
第 4 節 相続税・贈与税と所得税の関係
１、課税価格と課税所得との関係
前節までに、相続税・贈与税・所得税のそれぞれの課税関係について述べてきた。ここ
13岩崎・前脚注 4、176 頁。
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で、本件で問題となっている生命保険金について改めて整理してみる。本件の生命保険金
を現行の制度にあてはめると、まず、Ａが死亡した時点で保険金受給権がＸに実現したと
捉えるか、未実現であると捉えるかに関わらず、Ａの保険金運用益部分が所得として認識
され、Ｘに課税される。これは、包括的所得概念によれば、未実現の利得も所得を構成す
ると考えるためである。
また、保険金受給権に対して相続税が課税されるとしても、本来の所得税の課税では、
保険金を一時払いで受け取っても、本件のように年金払いで受け取っても同様である。な
ぜならば、包括的所得概念の下においては、どちらの場合でも、純資産が増加することに
変わりはないからである。このように、包括的所得概念に拠れば、所得税と相続税の両方
が課税されることになる。この二重課税については、これを調整すべきか否かが問題とな
る。
２、相続税・贈与税と所得税の調整
前述したように、所得税法上の「所得」の意義については、包括的所得概念によって解
されているため、相続又は贈与によって財産を取得した場合にも、本来、所得税が課税さ
れることになる。しかしながら、相続又は贈与による経済的利得（所得）については、他
の経常的な所得とは担税力等において格差等があるということで、所得税法とは別に相続
税法によって課税されることになる。
この場合、前記１で述べたように、元々、本質的には同じ「所得」に対する課税である
が故に、相続税又は贈与税と所得税との競合的な重複課税（二重課税）が生じることにな
る。特に、第 1 節３及び第 2 節３で述べたところの相続により取得したものとみなされる
場合又は贈与により取得したものとみなされる場合には、それらの取引から生じる経済的
利得（所得）に対して、通常、所得税が課税されるだけに、前述の競合的な重複課税（二
重課税）が一層問題となる。
そこで、所得税法は、第 3 節２（２）で述べた各種の非課税所得の中で、「相続、遺贈
又は個人からの贈与により取得するもの（相続税法（昭和 25 年法律第 73 号）の規定によ
り相続又は個人からの贈与により取得したものとみなされるものを含む。）」（所法 9①十六）
を非課税としているところである。しかしながら、この条文をめぐっても、本稿で問題提
起した生命保険金一つとってもその解釈が問題となるところである。そして、このような
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課税関係は、次のような各資産の課税関係において問題となるところである。
３、個別財産における課税関係
（１）生命保険金
① 平成 22 年改正前の課税
被相続人の死亡により、相続人その他の者が所定の生命保険契約14の保険金を取得した
場合には、当該保険金受取人について、当該保険金のうち、被相続人が負担した保険料の
金額の当該契約に係る保険料で被相続人の死亡の時までに払い込まれたものの金額に対す
る割合に相当する部分を相続又は遺贈によって取得したものとみなすこととしている（相
法 3①一）。この場合、保険金の一部または全部を年金で支給を受ける場合の年金の時価相
当額は、次のように定められている。すなわち、本件年金のような有期定期金については、
その残存期間に応じて、その総額に対して、次に掲げる割合によって評価される（相法 24）。
残存（受取）期間 割合
5 年以下 70%
5 年超 10 年以下 60%
10 年超 15 年以下 50%
15 年超 25 年以下 40%
25 年超 35 年以下 30%
35 年超 20%
なお、同じく死亡事故によって生命保険金を取得した場合であっても、当該保険料が被
相続人以外の第三者によって負担されている場合には、贈与によって取得したものとみな
されて贈与税の対象となり（相法 5①）、当該受取人本人が当該保険料を負担している場合
には、一時所得として所得税が課税されることになる（所法 34①）。
14 この場合の生命保険契約又は損害保険契約とは、相令 1 条の 2 に「保険業法（平成七年法律
第百五号）第二条第三項（定義）に規定する生命保険会社と締結した保険契約又は同条第六項
に規定する外国保険業者若しくは同条第十八項に規定する少額短期保険業者と締結したこれ
に類する保険契約」と、限定的に定められている。さらに、相基通により、当該各契約が限定
されている（同通達 3－4、3－5）。
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次に、所得税法においては、みなし相続財産との関係では、「相続、遺贈又は個人からの
贈与により取得するもの（相続税法（昭和 25 年法律第 73 号）の規定により相続、遺贈又
は個人からの贈与により取得したものとみなされるものを含む。）」の所得を非課税として
いる。また、年金による所得については、「遺族の受ける恩給及び年金（死亡した者の勤務
に基づいて支給されるものに限る。）」（所法 9①三ロ）等の所定の恩給、年金その他これら
に準ずる給付について非課税とされる場合がある（所法 9①三）が、その他の場合には、
通常、雑所得として課税されている（所基通 35－1（9））。
すなわち、「雑所得とは、利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職
所得、山林所得、譲渡所得及び一時所得のいずれにも該当しない所得をいう。」（所法 35
①）と定められ、通常、年金による所得は、雑所得となる。また、雑所得については「公
的年金等の収入金額」と「それ以外の収入金額」に区分され（所法 35②）、前者について
は、国民年金法等の特定の法律に基づいて支給される年金に限定され（所法 35③、所令
82 の 2）、かつ、所得金額の計算上所定の公的年金等控除額が控除される。
次に、雑所得として課税される年金については、当該年金を支払う者に対して、所得税
の源泉徴収義務が課せられている。すなわち、公的年金等の支払をする者は、その支払の
際、その公的年金等について所得税を徴収し、その徴収の日の属する月の翌月 10 日まで
にこれを国に納付しなければならない（所法 203 の 2）。
また、生命保険料控除の対象となる生命保険契約、損害保険料控除の対象となる損害保
険契約等の所定の契約に基づく年金の支払をする者は、その支払の際、その年金について
所得税を徴収し、その徴収の日の属する翌月 10 日までに、これを国に納付しなければな
らない（所法 207、所令 326、所法 76、77）。なお、公的年金等以外の年金に係る雑所得
金額は、当該年金に係る支払保険料相当額を控除する所定の方法によって算定される（所
令 183）。
② 平成 22 年改正後の課税
前掲の最高裁判決により、年金受給権に課される相続税等と受け取った年金に課される
所得税は二重課税であり、違法であるとの判決がでた。そのため、所得税法が改正され、
年金として受け取る額のうち、相続税や贈与税がかかった部分については所得税がかから
ないことになった。また、年金受取額のうち、相続税や贈与税がかからなかった部分につ
いては年金の額として所得に算入されることになる。
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年金形式により保険金の支払いを受ける場合、保険金（年金受給権）のうち有期定期金
債権に当たるものについては、相続税法 3 条 1 項 1 号の規定により、その残存期間に応じ、
その残存期間に受けるべき年金の総額に同号所定の割合を乗じて計算した金額が当該年金
受給権の価額として相続税の課税対象となるが、この価額は、当該年金受給権の取得時に
おける時価15に相当し、その価額と上記残存期間に受けるべき年金の総額との差異は、当
該各年金の時価をそれぞれ元本とした場合の運用益の合計額に相当するものとして規定さ
れている。したがって、これらの年金の各支給額のうち、上記現在価値に該当する部分は、
所得税法 9 条 1 項 16 号により所得税の課税対象とならない。
また、本件年金受給権は、年金形式により支払を受ける保険金のうち有期定期金債権に
当たり、さらに、本件年金は、被相続人の死亡日を支給日とする第 1 回目の年金であるた
め、その支給額と被相続人死亡時の現在価値とが一致すると解される。そのため、本件年
金の額は、すべて所得税の課税対象とならないため、これに対して所得税は課されなくな
った。さらに、所得税の源泉徴収についても、本件年金のような年金については対象外と
された。
（２）土地建物等
相続税は、相続又は遺贈により財産を取得した者の被相続人からこれらの事由により財
産を取得したすべての者に係る相続税の総額を計算し、当該相続税の総額を基礎としてそ
れぞれこれらの事由により財産を取得した者に係る相続税額として計算した金額により、
課することになっている（相法 11）。相続、遺贈により取得した土地建物等の価額は、当
該土地建物等の取得の時における時価により評価される（相法 22）。
相続財産に係る相続税と所得税との課税調整については、いわゆるみなし譲渡課税につ
いて問題となる。すなわち、山林所得又は譲渡所得の起因となる資産の移転（土地建物等
の譲渡）があった場合に、それが法人に対する無償・低額譲渡等の所定の事由16に該当す
るときには、その時における価額（時価）に相当する金額により資産の譲渡があったもの
とみなしている（所法 59①）。しかし、当該所定の事由に該当しない場合（例えば、個人
15 本件年金のような確定年金（有期定期金）の場合における権利の価額すなわち時価は、次の
①～③のいずれか多い金額となる。①解約返戻金相当額、②定期金に代えて一時金の給付を受
けることができる場合には当該一時金相当額、③予定利率等を基に算出した金額（相法 24①一）。
16 法人に対する贈与又は相続（限定承認に係るものに限る。）若しくは遺贈、または著しく低
い価額の対価として政令で定める額（2 分の 1 以下）による譲渡をいう（所法 59①一、二）。
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間の贈与、通常の相続による場合）には、当該資産の移転時にはみなし譲渡課税が行われ
ないが、当該事由により取得した資産の取得費及び所有期間については、相続人等が被相
続人等の取得費及び所有期間を引き継ぐこととしている（所法 60①）。この取得費等の引
継ぎは、相続人等が当該資産を譲渡した時に、被相続人等の当該資産の所有期間における
キャピタル・ゲインを相続人等の譲渡所得に含めて課税することを意味している。
このような課税方法は、シャウプ税制に起因する。すなわち、シャウプ勧告は、「生前に
よるとを死亡によるとを問わず、資産が無償移転された場合、その時までにその資産につ
き生じた利得又は損失は、その年の所得税申告書に計上しなくてはならない」旨勧告し17、
それを受けて昭和 25 年の所得税法改正では、相続、遺贈又は贈与により山林又は資産の
移転があった場合にも、その時の時価により譲渡があったものとみなして、山林所得又は
譲渡所得の課税を行うこととした。しかし、このような「みなし譲渡課税」は、相続税の
課税の負担の上に所得税の負担が加重する結果となり、しかも、現実に金銭収入を伴わな
い所得に課税することが国民的理解を得られないということで、逐次の改正を経て現行規
定となった18。
このようなみなし譲渡課税と資産の取得費等の引き継ぎは、当該資産の相続等による移
転時にキャピタル・ゲイン課税を行うか、当該資産を相続した者が実際に譲渡した時に当
該キャピタル・ゲイン課税を行うかの差異はあるが、いずれの場合にも、当該資産に係る
キャピタル・ゲインの金額について所得税が課されることには変わりはない。そして、相
続、贈与等に当該資産の移転があったときには、被相続人等が所有していた期間のキャピ
タル・ゲイン部分も相続財産等となるので、感覚的には相続税又は贈与税と所得税の二重
課税問題が生じる。
しかしながら、このような課税制度については、実質的に譲渡所得課税を軽減する措置
（措法 39①）が採られているものの、税目が異なる重複課税であるということで、二重課
税であるとして違法性が問われることは少なく、当該課税制度を前提にして解釈論が展開
される19。
また、上記に記した譲渡所得課税を軽減する措置は、次のとおりである。相続又は遺贈
17 シャウプ使節団「日本税制報告書」（時事通信社、昭和 24 年）第 1 編第 5 章 13 節参照。
18 品川芳宣「資産の無償譲渡をめぐる課税と徴収の交錯(1)」『税理 47 巻 1 号』（ぎょうせい、
平成 16 年 1 月）24 頁。
19 品川芳宣「生命保険契約に基づき支払われる年金に対する相続税と所得税の二重課税問題」
『T&A master No.370』（Lotus21、平成 22 年 9 月）32 頁。
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による財産の取得をした個人で当該相続又は遺贈につき相続税法の規定に相続税法の規定
による相続税額のあるものが、当該相続の開始のあった日の翌日から当該相続に係る申告
書の提出期限の翌日以後 3 年を経過する日までの間に当該相続税額に係る課税価格の計算
の基礎に算入された資産を譲渡した場合における譲渡所得に係る所得税法 33 条 3 項の規
定の適用については、同項に規定する取得費は、当該取得費に相当する金額に当該相続税
額のうち政令で定める金額を加算した金額とする（措法 39①）。この相続税額の取得費加
算により、相続税と所得税の実質的二重課税が一部減額されることになる。
（３）退職給与
被相続人の死亡により相続人その他の者が当該被相続人に支給されるべきであった退職
手当金、功労金その他これらに準ずる給与（以下「退職手当金」という。）で被相続人の死
亡後 3 年以内に支給が確定したものの支給を受けた場合においては、当該給与の支給を受
けた者について当該給与を相続又は遺贈により取得したものとみなす。この場合において、
その者が相続人であるときは、当該財産を相続により取得したものとみなし、その者が相
続人以外の者であるときは、当該財産を遺贈により取得したものとみなす（相法 3①二）。
また、退職手当金を相続によって取得したとみなされる場合は、その相続の開始後 3 年
以内にその支給額が確定し、支給されたものに限られる。したがって、相続開始後 3 年を
過ぎて確定して支給された退職手当金については、その相続人らに対し、一時所得として
所得税が課税されることになる（所法 34）。
他方、内国法人がその役員に対して支給する給与のうち、退職給与等以外について、以
下のいずれにも該当しないものの額については、その内国法人の各事業年度の所得の金額
の計算上、損金の額に算入されない（法法 34）。なお、役員退職給与については、不相当
に高額な部分が損金不算入となる（法法 34②）し、支給時期が遅れると損金性が否定され
ることもある。
① 支給時期が 1 月以下の一定の期間ごとであり、かつ、その事業年度内の各支給時期に
おける支給額が同額であるもの（定期同額給与）（法法 34①一）
② 所定の時期に確定額を支給する旨の定めに基づいて支給する給与（定期同額給与及び
利益連動給与を除く。）（事前確定届出給与）（法法 34①二）
③ 同族会社に該当しない法人が業務執行役員に対して支給する利益に関する指標を基礎
として算定される給与（利益連動給与）（法法 34①三）
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以上の規定から、被相続人に得る役員退職給与が相続開始後 3 年を越えて確定・支給さ
れた場合には、当該退職給与を支給を受けた相続人に対して、一時所得として課税され、
それを支給した法人の所得金額の計算上損金不算入とされる場合が生じ、所得税と法人税
の二重課税問題が生じることになる。
（４）定期金等の権利等
相続開始の時において、まだ保険事故が発生していない生命保険契約で被相続人が保険
料の全部又は一部を負担し、かつ、被相続人以外の者が当該生命保険契約の契約者である
ものがある場合においては、当該生命保険契約の契約者について、当該契約に関する権利
のうち被相続人が負担した保険料の金額の当該契約に係る保険料で、当該相続開始の時ま
でに払い込まれたものの全額に対する割合に相当する部分は、みなし相続財産となる（相
法 3①三）。
相続開始の時において、まだ定期金の給付事由が発生していない定期金給付契約（生命
保険契約を除く。）で、掛金又は保険料の全部又は一部を被相続人が負担しており、かつ、
被相続人以外の人がその契約者である場合における定期金に関する権利のうち、被相続人
が負担した金額に相当する部分は、契約者のみなし相続財産となる（相法 3①四）。
定期金給付契約（生命保険契約等を含む。）で、定期金受取人の生存中定期金を給付し、
かつ、一定期間内にその受取人が死亡したときはその死亡後も引き続いてその遺族その他
の人に対して定期金又は一時金を給付するものに関する権利のうち、被相続人が負担した
掛金又は保険料の額に相当する部分は、継続定期金（一時金）受取人のみなし相続財産と
なる（相法 3①五）。
被相続人の死亡によって受ける定期金（定期金に係る一時金を含む。）に関する権利で、
契約に基づかないもの（恩給法の規定による扶助料に関する権利を除く。）に関する権利は、
定期金に関する権利を取得した者のみなし相続財産となる（相法 3①六）。
そのほか、預貯金の既経過利子についても、相続税が課税されることになっているので
（評基通 203）、相続人等が実際に利子を受け取った時に所得税が課され、相続税との二重
課税問題が生じる。
これらの場合に、相続財産とみなされた財産の価額と実際に相続人が取得した財産の価
額の差額等に所得税の課税関係が生じることになり、相続税との二重課税問題が生じるこ
とになる。
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第 3 章 主要国における状況（各国比較）
第 1 節 アメリカ
１、遺産税
（１）概要
米国では、連邦政府の税目として相続税（inheritance tax）ではなく遺産税（estate tax）
が課されている。それは、単に税目の名称の相違に止まらず、その制度目的、制度の具体
的構造の相違として表現される。つまり、我が国において相続税が財産の継承者（相続人）
に対して財産取得（による財産増加）をもっぱら原因として課されるのに対して、米国の
連邦遺産税は、遺産自体（執行は遺言執行者）に対して遺産の世代間移転そのものを課税
のきっかけとして課される租税であり、死亡の時点で財産を移転させるという「特権」
（privilege）に対する一種の消費税（excise tax）あるいは特許税（privilege tax）である
と理解されている20。これは、法技術的に納税義務者を誰にするか（遺産取得税か遺産税
か）だけではなく、社会におけるかかる租税の意義にもかかわる。このような連邦遺産税
の理解により、連邦遺産税には、制度上、我が国の相続税とは異なる点が数多く見られる。
米国では、クリントン前政権末期から連邦遺産税の廃止が議論され、政権交代後のブッシ
ュ Jr 政権において連邦遺産税を廃止する時限法（sun set）が成立したことがある。
（２）課税方法
米国の連邦遺産税の税額算定構造は、一部分、我が国の相続税と類似している。それは、
我が国の相続税・贈与税が、相続・贈与を原因として財産を取得した者の財産増加に注目
して課される租税であり（所得税の補完税）21、一方米国連邦遺産税・贈与税は、遺産・
贈与財産の移転に着目して課される租税である。我が国の相続税も米国連邦遺産税も、い
ずれも、法文上課税対象としているのは財産価値自体であって、類似点は、どのような過
20 川端康之「アメリカ合衆国における相続税・贈与税の現状」『世界における相続税法の現状・
日税研論集第 56 号』（ろっぽう新社、平成 16 年）21 頁参照。
21 相続人についていえば、相続を原因とする財産取得に課税しないとすれば、被相続人が生存
中に市場価格の対価を得た財産移転も行わずにすべての財産を死亡時まで保有し続け、相続に
よって財産移転を行うことによって、相続人は相続財産の取得という純資産増加について課税
を免れることができる。相続人の純資産増加という視点からは、相続による財産取得は所得を
構成する。
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程を経てそのような財産価値を把握するか、という点である。しかし、前述のような租税
の理解の相違により、とりわけ後述のように、未実現キャピタル・ゲイン（unrealized
capital gains）を含んだ財産を相続又は贈与により相続人・受遺者に移転した場合の相続
税（遺産税）と所得税の関係についての理解は、所得課税の側での制度の近親性にもかか
わらず、我が国と米語句では大きく異なる。
米国連邦遺産税では、基本的には総資産から諸控除を控除した残高が課税遺産を構成す
る。総資産には、被相続人の死亡時点で保有する遺産（相続財産）以外に特に含まれるも
のとして、被相続人の遺産に対して支払われる生命保険金、保険証券を被相続人が保有し
ている場合の相続人に支払われる生命保険金、被相続人の遺産又は相続人に対して支払わ
れる一定の年金、被相続人の死亡前 3 年間に第三者に移転された一定の財産等がある。ま
た、連邦遺産税は、連邦贈与税と一体的に制度化されているため22、贈与税と共通した税
額控除が認められている（統一税額控除、Unified Credit）。統一税額控除は、贈与税、遺
産税の順に適用される。
この統一税額控除は、贈与税、遺産税を共通する税額控除であり、同一年度内において
は、まず贈与税の算定において考慮され、それに続いて、贈与税についての本税額控除が
控除未了である場合に、はじめて遺産税の局面において問題となる。このような贈与税と
遺産税の間での課税最低限の連結は、両者が補完的に位置づけられていることを物語って
いる。1976 年にこの統一税額控除の原型が立法化されるまでは遺産税の軽減手段として生
前贈与が用いられていた。
遺産税の対象となる総遺産に含まれるのは、被相続人が死亡の時点で所有していた動産、
不動産などの価額の他、生命保険金、一定の第三者との共有財産も含まれ、さらに生前に
相続人に贈与した財産も一定の範囲で含まれる。従って、私法上の相続財産（probate
estates）とは、同一ではない。
一方、総遺産からは各種の控除（allowable deductions）が控除され、課税遺産が算定
される。この控除には、生存配偶者に対する財産移転（配偶者控除）23、慈英団体への寄
付（寄付金控除）、被相続人の葬儀費用、債務などが含まれる。
総遺産及び諸控除については、物や債務の金額の評価が必要となる。それが財産評価
22 移転者（transferor）の死亡を原因とする財産移転に対し課される遺産税を回避するための
もっとも単純な手段は、移転者の生存中に財産を移転することである。それ故、そのような租
税回避の防止措置として連邦遺産税は位置づけられる。
23 従来は配偶者控除に加えて、未成年相続人に対する財産移転も控除の対象とされていた。
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（valuation of properties）である。内国歳入法 2032 条（a）項は、総遺産の一般的定義
に関する総則規定であるが、「被相続人の総遺産の価額は、本節の定めに従い、所在地の如
何を問わず、動産であれ不動産であれ、有形資産であれ無形資産であれ、一切の財産の、
当該被相続人の死亡の時点における価額を含むことにより算定されるものとする」と定め、
原則として、被相続人の死亡時における財産の構成市場価値を基準として財産評価を行う
ことを定めている24。
税率は、累進税率である。それは一切の課税遺産と 1977 年以後の課税贈与（かつ、総
遺産に含まれないもの）に対して適用される。税率の適用によって税額が異なるが、生存
中の贈与について納付した贈与税が当該税額から税額控除され、またその他の一定の税額
控除を行い、最終的な納付税額が算定される25。
また、現行の連邦遺産税税率は、以下のとおりである。
課税遺産額（単位千ドル） 経過税額
超～ ～以下 基礎部分 超過部分
0 10 $0＋18.0％ $0
10 20 1,800＋20.0％ 10
20 40 3,800＋22.0％ 20
40 60 8,200＋24.0％ 40
60 80 13,000＋26.0％ 60
80 100 18,200＋28.0％ 80
100 150 23,800＋30.0％ 100
150 250 38,800＋32.0％ 150
250 500 70,800＋34.0％ 250
500 750 155,800＋37.0％ 500
750 1,000 248,300＋39.0％ 750
1,000 1,250 345,800＋41.0％ 1,000
24 米国における相続税の課税上の相続財産の評価については、渋谷雅弘「遺産移転課税（遺産
税、相続税、贈与税）と資産評価―アメリカ連邦贈与税上の株式評価を素材として」『法学協
会雑誌 110 巻 9 号』（有斐閣、平成 5 年）1323 頁、同 10 号 1504 頁（1993）、111 巻 1 号 69
頁、同 4 号 476 頁、同 6 号 769 頁（1994）参照。
25 川端・前掲注 20、24～28 頁
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1,250 1,500 448,300＋43.0％ 1,250
1,500 2,000 555,800＋45.0％ 1,500
2,000 2,500 780,800＋49.0％ 2,000
2,500 3,000 1,025,800＋53.0％ 2,500
3,000 ～ 1,290,800＋55.0％ 3,000
２、遺産税（贈与税）との所得税の関係
我が国の所得税法が、一定の遺贈を除き個人に対する財産の無償譲渡について被相続人
及び贈与者を含む譲渡人側で譲渡所得を課税しない（所法 59）とする現行制度は、第二次
世界大戦後のシャウプ勧告以降、現状に至るまで変遷を重ねてきた。また、相続人及び受
贈者を含む譲受人側について、所得税法は、相続や贈与によって取得した財産を一般に所
得税の課税対象から除外している。この、相続税・贈与税と所得税の関係については、受
贈者・相続人の側での所得財産の取得価額も含めて、米国においてもこれと対応する論点
が存する。しかし、その内容は、連邦遺産税・贈与税の税目としての性質の理解のために、
我が国とはやや異なる対応をとるものである。
内国歳入法では、遺産税（贈与税）と並んで、個人の所得に対する所得税が課されてい
る。含み益（未実現キャピタル・ゲイン）を抱えた財産を無償で相続人や親族に贈与しあ
るいは相続させた場合に、遺産税（贈与税）の性質の理解と相互に大きく影響し合ってい
る。それは、相続や贈与で取得した財産を相続人や受贈者がその後に当該財産を処分する
際に所得課税上認識すべきキャピタル・ゲイン（ロス）の範囲に関わる。
まず、連邦所得税の課税上、受贈者・相続人が贈与や相続で取得した財産は、当該受贈
者・相続人の所得には算入されない。受贈財産も相続取得財産も取得した受贈者や相続人
の財産増加をもたらす。しかし、内国歳入法では、所得課税上、これらの取得財産を所得
には算入せず、取得の時点では所得課税を行わない。もっとも、取得後、当該財産を処分
する時点では、当該財産の未実現キャピタル・ゲイン（当該財産から生ずる所得）は受贈
者・相続人自体の所得として課税の対象とされる。従って、被相続人の手元で生じた未実
現キャピタル・ゲインは、相続人による当該遺産の取得の時点から処分の時点まで課税時
期を繰り延べているというべきである。しかし、譲受人の側での財産価額（基礎価額、basis）
の決定方法次第で、課税時期の繰り延べと見るか、所得課税の放棄と見るか、考え方が異
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なる。
1976 年以前は、取得財産については、所得課税の側での扱いは、次のようなものであっ
た。すなわち、生前中に行われる生前贈与（inter-vivos gift）によりそのような財産を受
贈した受贈者は、贈与者の手元での当該財産の基礎価額（basis）26を引き継ぐものとされ
（carry-over basis）、一方、相続により財産を取得した相続人（及び、遺言贈与
（testamentary gift）の受贈者）は、被相続人（贈与者）の死亡の時点の当該財産の公正
市場価額（fair market value）に等しい価額で新たな基礎価額を得るもの（取得価額の付
け替え）とされていた（stepped-up/down or fresh-start basis）。つまり、贈与の場合には、
贈与者の手元で生じた未実現キャピタル・ゲインは基礎価額の引き継ぎにより受贈者に引
き継がれ、当該贈与の時点でのキャピタル・ゲイン課税は繰り延べられ、当該受贈者が当
該取得財産を処分した時点で、当該受贈者の手元で生じた未実現キャピタル・ゲインと併
せて当該受贈者に所得として課税される。従って、この基礎価額の引き継は、課税の放棄
ではなく課税の繰り延べである。
一方、遺産の場合には、原則として、相続時点（被相続人の死亡の時点）の遺産公正市
場価額により、相続人の手元で相続財産の基礎価額が決定されることにより、被相続人の
手元で生じていた未実現キャピタル・ゲインについては課税が及ばない結果となる。相続
人が爾後に当該相続財産を処分した場合で当該相続人の所得として課税の対象とされるの
は、この相続時点の当該財産の公正価額と処分の時点の対価（公正市場価値）の差額部分
のみである。従って、この基礎価額の付け替えは、未実現キャピタル・ゲインに対する課
税の機会を爾後も失い、課税の放棄である。そこで、1976 年の改正では、生前贈与と遺言
贈与のいずれについても、概要、譲受者は譲渡人の手元での基礎価額を引き継ぐものとさ
れた（遺産税と贈与税のいずれについても所得課税側は課税の繰り延べに統一）。しかし、
この改正法の適用は、1978 年に 1980 年まで適用を延期され、1980 年にはついに適用さ
れることなく廃止された27。
現在も、この 1976 年改正前の、生前贈与による財産取得には基礎価額の引き継ぎが、
相続及び遺言贈与による財産取得には基礎価額の付け替えが、それぞれ行われている。内
国歳入法典 1014 条(a)(1)において、被相続人から取得した財産の所得課税上の基礎価額は、
原則として被相続人の死亡の時点の当該財産の公正市場価格まで引き上げられる。財務省
26 我が国でいうところの、資産の取得価額あるいは帳簿価額にほぼ相当する。
27 川端・前掲注 20、28～30 頁。
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規則 1.1014-3(a)は、この基礎価額の引き上げは、当該財産が遺産税の対象となる場合には、
連邦遺産税に関して評価されたものとしての当該財産の価値である、としている。納税者
には、このような連邦遺産税の課税のために行われた財産評価に依存することなく、自ら
が評価額を算定することができる。しかし、実際上は、この遺産税課税のための財産価値
評価は適正なものであるとの推定を受けているのである。つまり、遺産税の課税ベースで
の財産価額がそのまま相続人の手元での基礎価額として受け入れられ、爾後の処分に際す
るキャピタル・ゲインの算定において用いられるということによって、遺産税と所得課税
の上での財産価額の一貫性を保とうとしているのである。財産保有期間についても、被相
続人の手元での保有期間とは無関係に、相続人の手元で 1 年以上保有したものとして扱わ
れる。
また、生前贈与については、内国歳入法典 1015 条により、取得した財産についての贈
与者の手元での基礎価額を引き継ぎ、将来当該財産を処分した際には、当該基礎価額を用
いてキャピタル・ゲイン（ロス）を算定すべきものとされている。財産保有期間について
も、贈与者の手元での保有期間が受贈者に引き継がれ、受贈者が当該財産を処分する時点
で、短期キャピタル・ゲイン（ロス）であるか長期キャピタル・ゲイン（ロス）であるか
の判定に用いられる。但し、この贈与者から受贈者に引き継がれる贈与者の手元での基礎
価額が、当該贈与の時点の財産の公正市場価格を下回る場合には、後者の贈与時点での公
正市場価格を以て受贈者の手元での当該財産の取得価額とされ、損失額の算定に用いられ
る。この場合には、贈与者の手元での保有期間を受贈者は自己の手元での保有期間に合算
することはできない。
このような所得税の側での遺産税との関係、贈与税との関係を異にする理由については、
贈与は含み益のない財産からなされることが予定され、他方、含み益を有する財産は死亡
の時点まで手元に留保し、死亡の時点で基礎価額をステップ・アップしそれにより生存中
に蓄積された含み益に対する所得課税を回避することが予定されていることが、指摘され
ている。贈与は生存中に繰り返して行うことができるのに対して、相続は死亡の時点に限
られることを想起すれば、このような、同じ財産移転といっても贈与と相続のそれぞれで
異なった性質（含み益の有無）の財産を用いる、ということはあり得よう。しかし、これ
ら両者の所得課税上の扱いの違いは、制度目的の視点からは、むしろ、納税資金からみた
流動性＝換価可能性の相違に求められるべきであろう。もっとも、この所得課税の視点か
らは、遺産による移転について相続人の手元においては当該財産は含み益に対する課税が
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行われることなく新たに相続時点での公正市場価額による基礎価額が付される。被相続人
の手元での値上がり益（キャピタル・ゲイン）に対する課税の機会は永久に失われ、生存
中の売買等の処分あるいは生前贈与による課税の繰り延べに比べて納税者に極めて有利な
ものとなっている。
遺産税は、贈与税に比べて税率が高いが、未実現キャピタル・ゲインは所得課税を受け
ず、一方、贈与税は遺産税よりも税率が低いが未実現キャピタル・ゲインは課税の繰り延
べを受け、受贈者による処分時に課税の対象とされる、というのが遺産税・贈与税と所得
課税の全体的なバランスとなっていると考えられる。
第 2 節 イギリス
１、相続税
（１）概要
イギリスの相続税制度は、1694 年の動産相続税（probate duty）の導入に遡ることがで
き、この税は、遺産税が導入されたウィリアム・ハーコート卿の 1894 年の予算まで続く
ことになる28。
すなわち、イギリスにおいて故人（deceased）の財産に対する遺産税が導入されたのは
1894 年のことであるが、その後、1972 年に保守党政権は受贈者（beneficiary）が死亡ま
でに取得した贈与のすべてについて累積的に課税する相続税を遺産税に代えて導入するこ
とを構想したが、実現をみないまま 1974 年に労働党に政権が交代した。労働党政権は、
資産の再分配を促進すべく、同年、80 年にわたる遺産税を廃止して、死亡時における財産
移転と生前贈与に課税する資産移転税（Capital Transfer Tax）を導入した。1979 年に保
守党政権が誕生すると、一生涯にわたる贈与を完全に課税の対象に取り込むという資産移
転税の基本原則が徐々に崩れ、1981 年には、10 年間の累積課税制度が採用されるととも
に、課税最低限が引き上げられ、農地所有者（agricultural landlords）に対する軽減措置
が新たに導入された。遺産移転税は、約 12 年間施行された後、1986 年に修正されて遺産
税と類似する相続税が施行され、その際、10 年間の累積課税期間が 7 年に短縮された。そ
28 18 世紀と 19 世紀に死亡に際しての財産移転に対する租税がこれとは別に二つ、すなわち遺
産税（legacy duty）と継承税（succession duty）が制定され、1949 年に廃止されるまで存続
することになる。
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の結果、現行制度では、死亡による財産移転（death gifts）と死亡前 7 年間に行われた贈
与が課税の対象とされている。そして、1986 年法は、1984 年に統合された資産移転法の
改正の形式をとっているため、1984 年相続税法と呼ばれる29。
イギリス相続税法は、生前贈与に対する課税と死亡時の課税との累積課税を採用してお
り、その意味で資産移転税の混合形態であって、依然として取得税（acquisition tax）で
はなく、遺産税と遺産取得税の混合形態である我が国相続税と共有性を有している。また、
平成 15 年度税制改正において、我が国でも「相続時精算課税制度」が導入された30が、こ
れらの点において我が国とイギリスとの間において共通点がいくつか存在する。
イギリス相続税のもとでのイギリス相続税は贈与税と相続税を包含するものであり、贈
与、生前のみなし贈与及び遺産に対して課税され、死亡に際して移転する資産又は生前 7
年以内に行われた贈与の累積額の総額のうち、課税最低限である 25 万 5,000 ポンド（2003
－2004 年度）を超えた部分について 40％の税率で課税される。
また、イギリス相続税法においては、課税原因に「移転」という表現が用いられている
が、生存者間の資産の移転と死亡の際の資産の移転に課税される。生存者間の資産の移転
は、課税贈与、免税贈与及び潜在的免税贈与に区分される。
（２）課税方法
1972 年の Green Paper は遺産取得課税方式への移行の議論を促進するものであったが、
イギリス相続税は依然として遺産課税方式31である。そして、イギリス相続税法は、納税
義務者の規定につき、贈与の場合の主たる納税義務者は贈与者等であり、遺産についての
納税義務者は一般に人格代表者である。イギリス相続税法は、「何人も死亡に際して、その
死の直前の遺産と同額の価値をその死の直前に移転したものとして課税される。」と故人に
対して課税することを規定するから、人格代表者等は故人にかわって納税義務を負ってい
ると解することができる。
29 高野幸大「イギリスにおける相続税・贈与税の現状」『世界における相続税法の現状・日税
研論集第 56 号』（ろっぽう新社 平成 16 年）103、104 頁。
30 我が国の「相続時精算課税制度」については、岩下資産税研究会編「相続時精算課税制の実
務（改訂版）」（税務経理協会、2003 年）、渋谷雅弘「相続時精算課税適用者の死」『税務事例
研究 79 号』（日本税務研究センター、平成 16 年）41 頁参照。
31 Davies, p. 273 は、イギリス相続税は、「遺産税と資産移転税の混合形態であり、依然とし
て取得税ではない。」としている。
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また、イギリス相続税法は、本居（domicile）という概念32を基準として課税財産の範
囲を区分している。すなわち、イギリスに本拠を有する者又は本居を有するとみなされる
者は、所在地の如何を問わず、その所有する資産のすべてにイギリス相続税が課税される、
「無制限納税義務者」となり、本居をもたない者はイギリス国内に所在する資産について
イギリス相続税が課税される「制限納税義務者」となる。
・死亡時の税率
2003 年 4 月 6 日以降の課税年度においては、35 万 5,000 ポンドまで税率 0％、それを
超えた部分については 40％である。
・贈与時の税率
贈与に対して適用される税率は、贈与者の死亡前 3 年以内になされた贈与については
40％、それ以外の期間の贈与については、原則として、死亡時に適用される税率の 2 分の
1、すなわち 20％である。
贈与者の死亡前 7 年以内に行われた課税贈与については、以下の区分に従って課税され
る。ただし、潜在的免税贈与で、課税されることとなるものについてはこの限りではない。
死亡前の年数 死亡時の税率に対する割合
3年以下の場合 100％⇒40％（＝40％×100％）
3年を超えて4年以内 80％⇒32％（＝40％×80％）
4年を超えて5年以内 60％⇒24％（＝40％×60％）
5年を超えて6年以内 40％⇒16％（＝40％×40％）
6年を超えて7年以内 20％⇒ 8％（＝40％×20％）
贈与者が死亡して納税することとなった場合、税額の計算は贈与時ではなく、死亡時の
税率による。
移転された資産の価値は、贈与者の資産価値の減少額である。それゆえ、移転された価
値は受贈者が取得した価値と同額であるとは限らない。
例えば、一対の明朝の壺の価額は 15,000 ポンドであるが、その一つ一つは 5,000 ポン
32 田中英夫編「英米法辞典」（東京大学出版会、平成 3 年）272－273 頁によれば、「ドミサイ
ル（domicile）」とは、「人が固有的な生活の本拠をもち、そこを離れても帰来する意思をもっ
ている場所をいい、日本民法上の住所より厳格な概念であり、人は一つしかこれをもてない。」
と説明されている。
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ドである場合、その一対の壺を有している者Ｓが、一つをＴに贈与したとき、Ｔが取得し
たのは 5,000 ポンドである。Ｓに残されたのは 5,000 ポンドの壺の一つであるから、Ｓの
資産は 10,000 ポンド減少しており、それが移転された価値ということになる。他によく
挙げられている例としては、発行済み株式の 51％を所有する父から子へ 2％の株式を贈与
した場合、父の遺産は 51％から 49％へと変動したことに伴い子に贈与した 2％の株式の
価値以上の減少をする。
２、相続税と所得税との関係
イギリスでは、1979 年に保守党のサッチャー政権が成立したことで、所得税のフラッ
ト化という新保守主義的な税制改革がおこなわれている。具体的には、1988 年に所得税
の基本税率は 25％％ と 40％の 2 段階になっている。この改革のねらいは、累進税率の緩
和による労働意欲の促進である。この所得税制のフラット化への試みは、1990 年に成立し
たメージャー政権にも引き継がれている。1995 年改正では、25％から 24％に引き下げら
れ、さらに 1996 年の改正では 23%まで引き下げられた33。
間接税の比率の高いヨーロッパのなかで、イギリスは個人所得税の比率が高い。また、
相続税は税率の高さの割に、国全体の収入の 1%にも満たない額であり、廃止論を求める
動きが強まっている。
第 3 節 ドイツ
１、相続税
（１）概要
ドイツにおける相続・贈与税法は、連邦が立法権を有しており、全州で統一的に適用さ
れているが、税収の収入権限と税務管理全般の行政権限は州に帰属している。
ドイツの相続・贈与税制は、1 世紀を超える変遷の歴史を有している。統一的相続税制
度の端緒は、1906 年帝国相続税法の成立に遡る。遺産取得課税方式を採る今日の相続・贈
与税法の体系化に至るまでには、一時期の遺産税方式への転換、資産評価方法の転換、果
ては近年における存廃論議など、幾多の紆余曲折を重ねつつ長い歳月を要している。2009
33 橋本恭之「イギリスの税制改革（TheBritain's Tax reform）」『総合税制研究 No.10』（納税
協会連合会、平成 14 年）2 頁参照。
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年改正に向けて相続税改革論議がまさに頂点に達した 2007 年には、相続税の課税が資産形
成や世代間の紐帯の醸成、ひいては経済成長や生活の安寧、社会の持続可能性を阻害して
いること等を理由に、相続税は個人資産の劣化を助長する嫉妬税にすぎないと断じたラデ
ィカルな廃止論、それに対し、不動産の評価方法などにおいて基本的には改革が必要であ
ることを認めつつも、今まで特に税制上の欠陥はなかったことや税収の中立性の担保等を
論拠に大幅な軽減論や廃止論を退ける現状維持に近い存続論、さらには、遺産動機の実証
分析を踏まえて、学齢期の子供の教育費等の人的陶治に活用するための世代間遺産移転に
かかわる優遇措置の充実を提唱する改善案など、活発な論戦が交わされていた。
ドイツ相続税の課税対象は、死亡による取得と、生前贈与である。相続税は、人税、直
接税、随時税である。これが財産税であるか、流通税であるかに関しては議論がある。す
なわち、財産に対する課税であるか、財産移転に対する課税であるかという問題である。
（２）課税方法
ドイツにおいて、死亡時に取得、生前贈与、負担付贈与といった無償の資産移転に際し
て課される相続・贈与税は、基本的には取得課税方式である。遺産取得者、すなわち相続
人には相続税が課される34。贈与においては受贈者のみならず贈与者も納税義務者となる。
相続税・贈与税の納税義務者は、取得者である（相続税法 20 条 1 項）。生前贈与につい
ては、贈与者と受贈者とが連帯納税義務者となる（租税通則法 44 条）。無制限納税義務は、
被相続人または相続人が相続時に内国人である場合、または贈与者または受贈者が、贈与
履行時に内国人である場合に課される。その者の国籍は関係ない。内国人とは、自然人で、
国内に住所または居所を有するものをいう（相続税法 2 条 1 項 1 号第 2 文 a））。国内の意
義は、相続税法 2 条 2 項に、住所・居所の意義は、租税通則法 8 条および 9 条に規定され
ている。
ドイツ国籍を有する者で、外国に 5 年を超えて継続して滞在する者でない場合には、国
内に住所等がなくとも内国人とみなされる（相続条 1 項 1 号第 2 文 b））。これを拡張納税
義務という。
国内の公法上の法人と勤務関係にあり、公金から給与を得ている者は、内国法人とされ
る（相続税法 2 条 1 項 1 号第 2 文 c））。これを国外公務員という。
34 統一的な相続税法の初期の一時期においては、遺産税方式で課税されていたこともあるが、
1925 年の相続税法により基本的には遺産取得税方式をとることが定着したとされる。
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法人も相続税の納税義務者になりうる。法人、団体、財産体は、事業の指揮所又は事務
所が国内にある場合には、内国法人とされる（相続税法 2 条 1 項 1 号第 2 文 d））。事業の
指揮所又は事務所の意義は、租税通則法 10 条および 11 条に規定されている。
また、家族財団に関しては、財団または社団は、事業の指揮所又は事務所が国内にある
場合には、内国人とされる（相続税法 2 条 1 項 2 号）。
無制限納税義務が課せられた場合には、国内財産および国外財産がともに課税対象とな
る。そのために外国の相続税または贈与税との二重課税が起こりうるが、これは二重課税
条約か、それがないときには外国税額控除（相続税法 21 条）により調整される。
上記に該当しない場合には、制限納税義務が課せられ、国内財産のみが課税対象となる
（相続税法 2 条 1 項 3 号）。国内財産は、評価法 121 条に限定列挙されている35。
相続税・贈与税の基礎控除等及び税率は、納税義務者の課税クラスにより決まる。課税
クラスは、被相続人又は贈与者と財産取得者との関係により決まる。
クラス 1→配偶者、子、継子、代襲相続の場合の孫、子の卑属、相続の場合の父母・祖父
母
クラス 2→贈与の場合の祖父・祖父母、兄弟姉妹、兄弟姉妹の 1 親等の卑属、継父母、養
子、義父母、元配偶者
クラス 3→その他
相続税・贈与税の税率は、課税クラス 1 について 7～30％、課税クラス 2 について 15
～43％、課税クラス 3 について 30～50％である（相続税法 19 条 1 項）。課税価格 26,000,001
ユーロで最高税率に達する。これは単純累進税率であるが、以下のような調整が行われる
ので、課税標準の増加によってかえって税引後の金額が減少することはない（同条 3 項）。
(a)調整前の税額と、適用される段階税率に達する直前の課税標準に対する税額との差額を
求める。
(b)課税標準と、適用される段階税率に達する直前の課税標準との差額に、適用される段階
税率が 30％以下であるときは 2 分の 1 を、30％を超えるときは 4 分の 3 を乗ずる。
(c)上記で計算した(a)と(b)のうちいずれか低い金額を、適用される段階税率に達する直前
の課税標準に対する税額に加えて、税額とする。
35 渋谷・前掲注 30、157 頁。
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以下に、クラス別の課税評価額価格帯別税率を示す。
クラス１の課税評価額価格帯別税率
価格帯（ユーロ） 税率（％）
～75,000 7
～300,000 11
～600,000 15
～6,000,000 19
～13,000,000 23
～26,000,000 27
26,000,001～ 30
クラス２の課税評価額価格帯別税率
価格帯（ユーロ） 税率（％）
～75,000 15
～300,000 20
～600,000 25
～6,000,000 30
～13,000,000 35
～26,000,000 40
26,000,001～ 43
クラス３の課税評価額価格帯別税率
価格帯（ユーロ） 税率（％）
～75,000 30
～300,000 30
～600,000 30
～6,000,000 30
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～13,000,000 50
～26,000,000 50
26,000,001～ 50
２、相続税と所得税との関係
ドイツに主居住地を持つ住民は、ドイツにおいて所得税を納税する義務がある。なお、
ドイツが主居住地とみなされるのは、1 年間に 6 か月以上ドイツに滞在した場合である。
また、ドイツでは給与所得、利子所得､あるいは配当所得など、世界中で得たすべての所得
が所得税の課税対象になる。これとは逆に、常時あるいは 1 年のうち半数以上の日数を国
外で暮らす場合は、ドイツ国内で得た所得および資産所得のみが課税対象となる。二重課
税の回避手段としては、ドイツとの納税者の居住地がある国との協定がある。
ドイツにおける所得税は、2010 年より、未婚者は年収 8,004 ユーロ、既婚者は 16,009
ユーロ未満の納税義務者は免税となる。なお、これらのユーロ以上の年収でも、課税の対
象となるのは、この金額を越える部分だけである。
ドイツの場合、遺産取得課税方式が採用されているが故に、相続等により財産を取得し
た場合に相続税が課せられる利得と所得税における所得概念との間には共通性がある。そ
の点では、被相続人が財産を所有してきた間に生じたキャピタル・ゲインを相続人等がど
のように引き継ぐのか等が問題となる。しかし、それらの課税関係は、明確ではない。
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第 4 章 問題点の集約とその調整のあり方
第 1 節 問題点の集約
１、総論
我が国の所得税法では、「所得」の概念につき、第 2 章第 3 節 2 で述べたように、包括
的所得概念によって解されている。そのため、相続又は贈与によって財産を取得した場合
（相続又は贈与によって取得したものとみなされる場合も含む。以下同じ。）には、その利
得も所得税法上の「所得」であると解される。
他方、このような相続又は贈与によって得た利得については、我が国では、相続税法に
よって相続税又は贈与税が課税されることになっている。そのため、相続又は贈与によっ
て得た利得に対しては、相続税又は贈与税と所得税とが二重に課税されることになる。こ
のような二重課税については、税目が異なるから放置して置くという考え方もあろうが、
所得税法ではこれを非課税としている（所法 9①十六）。これは、租税政策の一つの方法で
はあるが、その非課税の範囲が必ずしも明らかではない。
ところで、第 1 章で取り上げた長崎保険年金事件に係る最高裁平成 22 年 7 月 6 日第三
小法廷判決は、第 1 章第 1 節 4 で述べたように、生命保険契約上の被相続人の保険事故（死
亡）によって相続人が取得した保険金のうちの年金受給分の初回年金（本件年金）につき、
所得税法 9 条 1 項 16 号が非課税と定める「相続、遺贈又は個人からの贈与により取得す
るもの」に該当するとして、本件年金が所得税法上の課税所得たる雑所得に該当するとし
て課税した処分（本件更正）を取り消した。しかし、この最高裁判決についても、第 1 章
第 2 節 4 で述べたようにいくつかの問題を抱えている。
また、この最高裁判決が判示した生命保険契約上の保険金（年金）に係る相続税と所得
税との関係については、何も当該保険金（年金）に係る二重課税問題に限らず、その他相
続又は贈与によって取得した（又は取得したものとみなされる）財産についても類似の二
重課税問題が生じることになる。
そこで、第 2 章においては、我が国における相続税の課税方法（第 1 節）、贈与税の課
税方法（第 2 節）及び所得税の課税方法（第 3 節）を整理・検討し、その結果、所得税法
上の「所得」の解釈上採用されている包括的所得概念の下では、それぞれの税目間におい
て必然的に二重課税が生じることに触れ、現行法におけるそれらの二重課税の調整方法（所
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得税法上の二重課税規定）を取りまとめた（第 4 節）。しかし、そのような二重課税の調
整方法にも、幾つかの問題が存していることを示唆してきたところであるが、本節におい
て、それらの問題点を相続又は贈与により取得する（取得するものとみなされる）財産ご
とに整理することとする。
２、個別財産における問題点
（１）生命保険金
生命保険金については、譲渡所得等の基因となる資産の移転と、本件のような雑所得の
基因となる保険金等に係る権利の移転とを同様に考えられるか否かが問題となる。後者に
おいて当該資産にかかるキャピタル・ゲイン相当額について相続税と所得税が重複して課
税される構造は、前者において保険料支払総額（最高裁平成 22 年 7 月 6 日第三小法廷判
決の場合、195 万 1,291 円）を上回る保険金（最高裁平成 22 年 7 月 6 日第三小法廷判決
の場合、6,300 万円－195 万 1,291 円＝6,104 万 8,709 円）を所得と認識するとすれば同様
にも考えられる。
しかし、保険金については、譲渡所得等における所得税法 59 条及び 60 条という明文規
定があるわけではない。しかも、保険料支払総額を上回る保険金を全て所得として課税し
ているわけでもないし、かつ、保険契約上年金として支給される部分についても、受取人
の選択によって一時金として受領すれば、相続税の課税のみで所得税が課税されることも
ない。ただ、年金として受給した場合にのみ、関係規定の解釈（通達）によって当該年金
部分を雑所得として課税してきたに過ぎない。
そうであれば、譲渡所得の起因となる資産の移転と本件のような保険契約に基づく保険
金を受領できる権利の移転とは、必ずしも同一には論じられないものと考えられる。後者
の権利の移転から生じた所得については、関係規定から直ちに雑所得に該当するとは断定
できず、所得税法の関係規定等にも照らして総合的に解釈しなければならないものと考え
られる36。
前述したように保険金の全額を一時金として受け取った場合には、当該一時金が相続税
法上相続財産とみなされ、所得税法上非課税となるので、特に問題は生じない。しかし、
本件保険契約のように、当該保険金が、一時金と年金によって構成され、しかも、当該年
36 品川・前脚注 19、32 頁。
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金部分について受給できる方法として一時金として一括受給できる方法を保険金受取人に
よって選択し得る場合に問題が生じる。この場合、課税の取扱いでは、年金として受給す
る場合には、当該年金総額の現在価値相当額（本件年金については年金総額の 60%相当額）
が相続財産とみなされ、相続後各年に支給を受ける年金が雑所得として課税されてきた。
しかし、当該年金を一時金として一括受給する場合には、当該一時金が相続財産とみなさ
れることは同じであるが、当該一時金については所得税が課税されないこととされている
（所基通 9－18）。また、この場合、相続財産とみなされる額は、相続税法 24 条の適用が
なく、一時金として受け取った金額そのものである37。従前の規定では、このような課税
上の差異が生じることになる。
所得税法基本通達では、まず、非課税とされる年金の範囲に本件年金のようなものは含
まれないことを明らかにしており（所基通 9－2）、雑所得に該当する例として、本件年金
のような生命保険契約等に基づいて支払われるものを挙げている（所基通 35－1（9））。ま
た、本件年金のような年金を支払った場合には、当該年金に係る所得税の源泉徴収を要す
ることになる。そのため、本件のような課税処分は一般的に行われていた。しかしながら、
本件年金のように、生命保険契約等に基づいて支給される年金については、当該年金総額
の現在価値相当額については既に相続税が課せられることとなっているため、当該年金に
課税することは二重課税ではないかという疑問を惹起し、また、当該年金の総額を相続時
に一括支給受けた場合には所得税が課税されないことになるので、その場合との税負担の
公平性に欠けるとう問題も生じることになる。
なお、本件年金のような定期金に関する権利（給付事由が発生しているもの）の法定評
価が低く過ぎるということで、平成 22 年度税制改正によって、竪然の定率評価ではなく、
当該契約における解約返戻金の額等に改められ、平成 23 年 4 月 1 日から施行されている
（相法 24①）38。
（２）土地建物等
土地建物等に関しては、土地建物等を相続した時に当該財産の時価相当額が相続税の課
税対象となり、その後当該土地建物等を売却したときに所得税の課税対象となる。この場
合、相続等により取得した資産の取得費については、所得税法上の計算において被相続人
37 高倉・前脚注 1、76 頁参照。
38 品川・前脚注 19、30 頁参照。
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の取得費を引き継ぐ（所法 60①）。したがって、相続等により取得した土地建物等を売却
した場合には、「売却金額－（被相続人から引き継いだ）土地建物等の取得費－譲渡経費」
が譲渡所得となって所得税課税が行われる。つまり、被相続人が所有していた期間の値上
がり益も、相続人が売却したときに課税される。
他方、本件上告審判決によると、本件年金受給権については、年金の方法により支払を
受ける上記保険金のうち有期定期金債権に当たり、また、本件年金は、第 1 回目の年金で
あるから、その支給額と被相続人死亡時の現在価値とが一致するものと解され、所得税は
課されないことになる。この場合、前記（１）で述べたような当該保険契約から生じる本
来の所得については、土地建物等のような二重課税は生じないことになる。
いずれにしても、土地建物等を相続した場合には、被相続人の取得費は所得税法 60 条
により相続人に引き継がれることとされており、相続以後に相続人が当該土地等を譲渡し
た時に、取得費からの値上がり益に対して譲渡所得税が課される。この値上がり益部分に
は、資産の旧所有者の所有期間にかかる値上がり益部分も含まれており、所得税法 60 条 1
項は、これに対しても所得税を課すよう指示している。しかし、これでは相続時に課税さ
れた部分と、その後第三者に対して売却した際に課税される部分に共通する部分が含まれ
ていることになり、これが二重課税に該当するのではないかという疑問が出てくる。
なお、租税特別措置法 39 条の規定によって相続財産を相続開始後 3 年以内に譲渡した
場合に、一定の課税軽減が行われていることは、このような実質的な二重課税に配慮した
ものとも考えられる。
（３）その他の財産
第 2 章第 4 節 3 において、前述した生命保険金及び土地建物等以外についても、役員退
職給与、定期金、預貯金の既経過利子等について、実質的に二重課税となる課税関係を整
理してきた。しかし、役員退職給与については、所得税と法人税との二重課税問題である
ので、本稿の目的にそれることもあり、記述を省略する。また、他の定期金、預貯金の既
経過利子等の問題についても、その本質は前述の生命保険金又は土地建物等に関わる事柄
であるので、それらについても詳述することを省略する。
よって、次節で述べる相続税と所得税の二重課税問題の調整のあり方については、生命
保険金と土地建物等に限定して論じることとする。
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第 2 節 調整のあり方
１、総論（基本的な考え方）
前節で集約して述べたように、相続又は贈与によって財産を取得した場合には、当該利
得が所得税法上の「所得」に含まれ、本来、相続税又は贈与税と所得税とが重複して課税
（二重課税）されるので、当該二重課税を調整するために所得税法において所定の非課税
規定が設けられている。
しかしながら、その調整方法（非課税方法）については、前節で集約して述べたように、
相続又は贈与によって取得した財産の種類によって異なっており、新たな問題も惹起して
いる。すなわち、生命保険金の年金部分については、最高裁平成 22 年 7 月 6 日第三小法
廷判決によって、年金総額の相続時の現在価値相当額が所得税法上の非課税所得とされる
ため、当該生命保険契約によってもたらされた利得（前掲最高裁判決の事例では 4,000 万
円と 2,300 万円の相続時現在価値相当額の合計額から掛金の 195 万 1,291 円を控除した金
額、すなわち総額の 6,300 万円から 10 年間の運用益相当額を控除した金額）に対して一
切所得税は課税されないことになる。このことは、アメリカの遺産税における公正価値に
よる引継ぎと同じ結果になる（第 3 章第 1 節 2 参照）。
これに対し、譲渡所得の対象となる土地建物等を相続又は贈与によって取得した場合に
は、所得税法 60 条によって被相続人又は贈与者の取得費を引き継ぐことになっているの
で、当該土地建物等を取得して譲渡したことによって得られる利得の全てが所得税の課税
対象になることになる。このことは、被相続人又は贈与者が当該資産を所有していた期間
に生じたキャピタル・ゲインに対して、相続税又は贈与税と所得税とが二重に課税される
ことを意味している。
このような差異が指摘できるにもかかわらず、前掲の最高裁判決に対応するために設け
られた政府税制調査会の諮問を受けた「最高裁判決研究会」報告書～「生保年金」最高裁
判決の射程及び関連する論点について～（平成 22 年 10 月 22 日）では、次のように述べ
て、このような調整方法の差異を問題にはならないとしている。
「（１）土地・株式、無体財産権などについて
土地・株式、無体財産権、信託受益権といった財産から生じる将来収入は、当該財産を
用いた地代契約、株式発行主体の経営の状況、無体財産権実施許諾契約の締結のあり方、
信託受託者による信託財産の運用方法などにより、相続財産評価時点での想定から変動が
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生じ得る。こうした観点を踏まえれば、これらの財産を基にして、相続人に相続以後発生
する将来収入の、相続時点における確度が「定期金」と同程度のものとは言えない。した
がって、相続時点におけるこれらの財産の相続税評価と、実際に相続人当人が受け取るこ
ととなる将来収入が「定期金」の事案で判示されたのと同様な意味において「経済的価値
において同一」であると考えることができるかどうかは一概に言えないと考えられる。
また、これらの財産のうち、土地、株式や著作権などについては、「元本」の価値が時間
の経過とともに減価せず、地代・配当、印税収入に対する所得税は「運用益」部分に対し
てのみ課されていることになる。これに対して減価償却資産となっている家屋や特許権な
どについては、「元本」の価値が時間の経過とともに減価していくが、「運用益」としての
家賃収入、特許権収入に対する所得課税に当たっては減価償却費相当額が必要経費として
控除されていることから、土地や株式と同様、「元本」部分が「運用益」として課税される
ことが防止されている。なお、例えば自己の開発した特許権に係る減価償却費相当額につ
いては、場合によっては僅少となることもあり得るが、理念的には上記整理のとおりと考
えられる。
以上を踏まえれば、相続財産となったこれらの財産に対して時価に基づき相続税を課税
しつつ、将来当該財産から生じる収入等に対して所得税を課税することが本判決の趣旨に
照らして問題があるとは言えないと考えられる。
（２）その他の財産
① 土地、株式等の値上がり益
土地、株式等を相続した場合、相続税はその時価（被相続人の取得費＋相続時までの増
加分）について課税される。被相続人の取得費は所得税法 60 条に基づき相続人に引き継
がれることとされており、相続以後に相続人が当該土地等を譲渡した場合には、取得費か
らの値上がり益に対して譲渡所得課税が課される。この値上がり益には、資産の旧所有者
（被相続人）の所有期間にかかる値上がり益部分も含まれているが、所得税法 60 条 1 項
は、これに対して所得税を課することを予定していると言える。
土地、株式等の値上がり益に関しては、シャウプ勧告を受けた昭和 25 年度税制改正に
より、相続等による資産の無償移転があった場合には、相続人に対する相続税課税とは別
に、被相続人段階の資産所得に対する課税の無制限繰延べを防止する観点からみなし譲渡
所得課税を行うこととされた。しかしながら、キャッシュフローがない中で相続税と所得
税の負担が生じることは相続人に酷であることから、昭和 27 年度税制改正においてみな
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し譲渡課税を廃止し、現在の取得価値引継ぎ方式に改められたものであって、こうした沿
革を踏まえると、現行税制は土地、株式等の相続時までの増加分が相続税、所得税の双方
から課税ベースに含まれることを前提に、その課税方法について納税者負担に配慮した調
整が図られているものと考えられる39。」
しかしながら、このような報告書の結論では、前述したような問題点を解決したことに
はならないものと考えられる。そのため、相続税法と所得税法の関係（調整方法）を再度
検討する必要があるものと考えられる。この場合の調整方法としては、譲渡所得の対象と
なる土地建物等に係る所得税法 59 条及び 60 条が適切であるというのであれば、生命保険
金の年金部分についても、当該生命保険契約によってもたらされる利得の範囲内で所得税
（雑所得）を課すべきである。また、前掲の最高裁判決の考え方が租税政策上適切である
というのであれば、前述の所得税法 59 条及び 60 条の規定を見直すべきである。いずれに
しても、このような整合性を図ることが重要である。
この場合に重視しなければならないことは、シャウプ勧告も指摘したように、相続税又
は贈与税と所得税は別個の税目であり、それぞれの目的によって当該納税者に対しそれぞ
れの税負担を求めるものである。そうであれば、両者の間に実質的な二重課税が生じるこ
とがあっても、それを是正すべきか否かは租税政策の課題であって、本質的な問題ではな
い。これに類似するものとしては、法人と個人間の配当の二重課税問題や個別消費税（た
ばこ税、酒税、揮発油税等）と消費税とが二重に課されることが挙げられる。そうであれ
ば、本稿で論じてきた相続税又は贈与税と所得税との関係（二重課税問題）についても、
基本的には、それらを別の税目と考えるべきである。もちろん、この場合には、実質的二
重課税を軽減してきた措置については、その必要性に応じて考慮することが望ましいもの
と考える。
筆者は、このような考え方で所得税法と相続税法の調整を図るべきであると考えるが、
以下、各資産ごとに、具体的な調整方法をまとめることとする。
２、個別財産における調整方法
39 最高裁判決研究会『「最高裁判決研究会」報告書～「生保年金」最高裁判決の射程及び関連
する論点について～』（平成 22 年 10 月）47、48 頁。
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（１）生命保険金
平成 22 年までの相続税法とその解釈によって行われてきた生命保険金の年金部分に対
する雑所得課税（本件更正）は、本稿で題材となった最高裁平成 22 年 7 月 6 日第三小法
廷判決によって、その効力が否定されることになった。しかし、同判決は、当該年金の全
てについて所得税の課税を否定しているわけではなく、本件年金が初回の支払いであって
運用益相当分が含まれていないということで本件更正を取り消しているが、2 回目以降に
支払われる年金の運用益相当分について所得税課税を否定しているわけではない。
しかしながら、このような判決の考え方は、前述したように相続開始時の年金総額の現
在価値相当額が相続税の課税対象になっているから、その部分が年金として支払われた場
合に所得税を課すべきではないというものであり、前述の筆者の基本的な考え方と異にす
るものである。前述したように、生命保険金の年金部分についても土地建物等と同様に課
税すべきであるとすれば、当該生命保険契約によって稼得する総利得（前掲最高裁判決の
事例では、6,300 万円から掛金の 195 万 1,291 円を控除した 6,104 万 8,709 円）の範囲内
で支払われる年金部分について、従前どおり雑所得として課税すべきである。もちろん、
この場合にも、当該総利得に対して全額所得税が課税されるわけではないが（このことは、
土地建物等についても前述のような軽減措置が講じられている（措法 39 参照）。）、それは
租税政策上の課税調整として許容されるべきである。
このような提案に対しては、前掲の最高裁判決の趣旨に反するものであって許容される
べきではないとする反論もあろうが、判例法として確立した考え方は立法によって覆すこ
とができることは周知のとおりである40。そこで、本稿の提案に沿うように、関係法令を
改正すべきであると考える。
（２）土地建物等
シャウプ税制では、元来、相続税又は贈与税と所得税とは別の税目であるとして、相続
又は贈与によって財産が移転した時に、被相続人又は贈与者が当該財産を所有していた間
のキャピタル・ゲインを実現した譲渡所得として所得税を課税することとし、同時に、当
該財産を取得した相続人又は受贈者に対して、相続税又は贈与税を課することとしていた。
40 例えば、税務調査における質問検査権の行使について、事前通知を要しないこと等を判示し
た最高裁昭和 48 年 7 月 10 日第三小法廷判決（刑集 27 巻 7 号 1205 頁）は、長年判例法とし
て確立されてきたが、その考え方は平成 23 年 11 月 30 日に成立した改正通則法によって覆さ
れている。
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このことは、相続税又は贈与税と所得税の税負担が二重に生じることを当然のこととして
いたことになる。
しかしながら、前述したように、このような課税方法が相続人等に対して酷な税負担を
求めることになるということで、現行のように、相続又は贈与の段階で、キャピタル・ゲ
インに係る所得税の税負担が生じないように所得税法 59 条及び 60 条が設けられ、当該財
産を実際に第三者に譲渡するまでは、キャピタル・ゲインに係る譲渡所得税の課税を繰り
延べることとした。このことは、相続又は贈与による財産移転に関し、相続税又は贈与税
と所得税との実質的な二重課税を廃止（調整）したわけではなく、単に課税の繰延べを行
っているに過ぎない。このような課税方法は、長年の検討の末、制度化され、多くの国民
に受容されているのであるから、前記第 1 節の基本的な考え方に照らし、そのまま継続す
れば足りることである。
また、このような実質的な二重課税については、租税特別措置法 39 条によって一部譲
渡所得が減額され、実質的な二重課税が軽減されることになっているが、これも租税政策
上受容されているのであるから、それらの内容について再検討の余地があるとしても41、
基本的には継続すればよいことである。
なお、現行の所得税法 59 条は、相続又は贈与段階において二重課税を全て否定してい
るわけではなく、例えば、個人が土地建物等を法人に贈与すれば、当該個人に係る所得税
と当該法人に係る法人税の二重負担が生じることになる。その意味でも、「二重課税」であ
るからすべてが違法になるものではないことに留意すべきである。
41 この軽減措置は、相続開始後 3 年以内の相続財産の譲渡に限定されているが、これも平成 6
年の税制改正によって 1 年延長されたものであるが、更に 2 年ほど延長し、「相続開始後 5 年
以内」とすることも妥当であると考えられる。
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むすびに
本稿は、相続税又は贈与税と所得税との二重課税問題について、長崎保険年金事件を題
材として問題提起をし、この二重課税問題が生命保険金のみならず、他の土地や建物、退
職給与、預貯金の既経過利子などにも絡むことを述べてきた。そして、この問題について、
まず相続税、贈与税、所得税のそれぞれについて現行制度を整理し、その後にこれらの税
目が交錯している問題点をまとめ、それぞれの課税関係について総合的に検討し、それら
を集約した上で、今後の調整のあり方について提言をしてきた。
第 1 章で述べたように、長崎保険年金事件の最高裁平成 22 年 7 月 6 日第三小法廷判決
は、「生命保険金を将来に渡って年金形式で受け取る場合の年金受給権の一部について、雑
所得として課税することが相続税と所得税との二重課税に該当する」との判決を下した。
しかし、前述してきたように、相続税又は贈与税と所得税の税目はそれぞれ別個の税目で
あり、各々の目的によって当該納税者に対しそれぞれの税負担を求めるものであるから、
たとえ両者の間に実質的な二重課税が生じたとしても、それは本質的な問題ではないと考
えられ、この問題は、再度、相続税法と所得税法の調整方法を検討すれば足りると考察さ
れる。そのため、本稿では、本件のような生命保険契約によって稼得する総利得の範囲内
で支払われる年金部分についても、従前どおり全て雑所得として課税すべきである、とい
う結論に至った。
また、土地建物等についても、生命保険金と同様の考え方をすれば、実質的には二重課
税とみなされる可能性はあるが、それはあくまで相続税と所得税の性質上の問題であり、
本質的な二重課税とは言えないため、現行の規定をそのまま継続するべきと考えられる。
また、生命保険金に係る最高裁判決以前の課税方法に問題があるのであれば、法律を見直
し、改正をすれば足りることである。
以上、本稿では、相続税又は贈与税と所得税の二重課税問題について検討をしてきた。
しかし、この問題は世界的に見ても重要な要素を含む極めて難しい問題であり、今後とも
検討・見直しがされるべきである。そのため、今後の動向も注視しつつ、この問題につい
て、さらに研究をしていきたい。
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